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1 計画策定の趣旨 

県では、平成 12（2000）年 4月に介護保険制度が始まって以来、3年間を計画期間とする「岐阜県

高齢者安心計画」（第 1 期・2 期は「生涯安心計画」）を策定し、高齢者福祉に関する基本目標等を定

め、これに基づく各種施策を推進してきました。 

   第 1期：平成 12～14年度   第 2期：平成 15～17年度   第 3期：平成 18～20年度   

第 4期：平成 21～23年度    第 5期：平成 24～26年度  第 6期：平成 27～29年度 

第 7期：平成 30～令和 2年度 第 8期：令和 3～5年度 

 

高齢等に起因して介護を要することとなった方が、自らの尊厳を保持し、その有する能力に応じて

自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスを提供するこ

とを理念とする介護保険制度は、創設から 20 年が経ち、高齢者の介護になくてはならないものとし

て定着・発展 をしてきました。この間、サービス利用者は制度創設時の 3倍を超え、総人口に占める

65歳以上の割合（高齢化率）は増加を続けています 。 

 

このような状況を踏まえて、高齢者の方が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続

けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシ

ステムが構築されてきたところです。 

 

さらに、平成 29年 6月に成立した改正介護保険法（地域包括ケアシステム強化法）では、「地域包

括ケアシステムの深化・推進」及び「介護保険制度の持続可能性の確保」のため、保険者機能の強化

等による自立支援・重度化防止に向けた取組みの推進や、医療・介護の連携などの観点から、介護保

険制度の見直しが行われております。 

 

第 7 期岐阜県高齢者安心計画においては、「高齢者が健康で生きがいをもって活躍し続けることが

できる いつまでも住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる」を基本理念の中心として

位置づけ、施策を展開してきました。 

 

第 8期岐阜県高齢者安心計画は、第 7期岐阜県高齢者安心計画の基本理念・目的を承継しつつ、理

念・目的を実現するための施策を更に充実させ総合的に展開するため策定するものです。 

 

 

 

 

 

第１章 計画の趣旨等 
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2 計画の性格 

本計画は、次に掲げる事項を達成するために策定するものです。 

なお、本計画は老人福祉法第 20 条の 9 第 1 項に基づく「都道府県老人福祉計画」と介護保険法第

118条第 1項に基づく「都道府県介護保険事業支援計画」を合わせて策定しています。 

（1）当県の高齢者福祉に関する施策の基本目標を定め、その実現に向けた施策を明らかにする 

（2）介護保険制度の円滑な実施のため、保険者である市町村等への支援策を明らかにする 

（3）老人福祉施設等の施設整備数及び介護給付等対象サービス量並びに要介護認定者数及び介護保

険料などの見込みを設定する 

  

  

3 計画期間 

計画期間は、令和 3年度から令和 5年度までの 3か年とします。 
 

H30 

(2018) 

R1 

(2019) 

R2 

(2020) 

R3 

(2021) 

R4 

(2022) 

R5 

(2023) 

R6 

(2024) 

R7  

(2025) 

R8 

(2026) 

R9 

(2027) 

R10 

(2028) 

R11 

(2029) 

            

 

 

４ 老人福祉圏域の設定 

都道府県介護保険事業支援計画では、介護給付等サービスの種類ごとの見込みを定める単位となる

区域を定めることとされており、これを老人福祉圏域（老人福祉法第 20 条第 9 第 2 項に規定する区

域をいう）といいます。 

介護保険サービスや各保健福祉サービスを効率的かつ円滑に展開するためには、高齢者の方にとっ

て身近な日常生活圏や市町村域における自律・主体的な取組みが重要となります。 

そこで、保健・医療・福祉における広域的な連携を図る観点から、老人福祉圏域は「岐阜県保健医

療計画」における二次医療圏と同一の地域として設定します。 
 

老人福祉圏域名 構成市町村 

岐阜圏域 岐阜市、羽島市、各務原市、山県市、瑞穂市、本巣市、岐南町、 

笠松町、北方町 

西濃圏域 大垣市、海津市、養老町、垂井町、関ヶ原町、神戸町、輪之内町、 

安八町、揖斐川町、大野町、池田町 

中濃圏域 関市、美濃市、美濃加茂市、可児市、郡上市、坂祝町、富加町、 

川辺町、七宗町、八百津町、白川町、東白川村、御嵩町 

東濃圏域 多治見市、中津川市、瑞浪市、恵那市、土岐市 

飛騨圏域 高山市、飛騨市、下呂市、白川村 

 

  

2025 年までの見通し 

  

 第 7 期計画 

  

 

第 8 期計画 

  

 

第 9 期計画 

  

 

第 10 期計画 
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1 人口の将来推計 

岐阜県の人口は、平成 16年の 2,117,998人をピークとして減少に転じ、令和 2年 10月 1日時点の

推計人口では 1,975,397人となっています。65歳以上人口は、平成 16年 10月 1日時点で 427,435人

で、人口全体に対する比率（以下「高齢者人口比率」という。）は 20.2％でした。 

岐阜県が行った将来人口の推計によると、令和 7年（2025年）は人口が 1,891,833人、うち 65歳以

上人口は 600,043人、高齢者人口比率 31.7％となります。 

65歳以上人口は、令和 3年（2021年）の 601,900人をピークに減少しますが、75歳以上人口はその

後も増加し、令和 12年には 368,165人に達する見込みです。人口全体は引き続き減少するため、高齢

者人口比率はその後も増加を続け、令和 17年（2035年）には 34.5％、令和 27年（2045年）には

38.5％になると推計しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※現状、課題に関する表など 

 

 

第２章 高齢者を取り巻く環境 

 

【岐阜県の人口の推移及び将来推計】                         （単位：人） 

和 暦 H27 R2 R7 R12  R17 R22 R27 

西 暦 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 

総人口 2,031,903 1,972,626 1,891,833 1,802,139 1,707,690 1,610,471 1,513,300 

65歳以上 571,239 600,623 600,043 594,485 588,654 597,231 582,874 

総人口に占める割合 28.1% 30.4% 31.7% 33.0% 34.5% 37.1% 38.5% 

75歳以上 277,298 312,019 358,178 368,165 356,163 345,065 340,310 

総人口に占める割合 13.6% 15.8% 18.9% 20.4% 20.9% 21.4% 22.5% 

資料：岐阜県政策研究会人口動向研究部会【H29.4】（2015年国勢調査結果をもとに推計） 

【岐阜県の高齢者（65 歳以上）及び後期高齢者（75 歳以上）の人口の推移及び総人口に占める割合】 
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2 要介護認定者数等の推移 

要支援・要介護認定者数は、平成 12年 4月の介護保険制度の施行以降、継続して増加しています。

県内保険者の「老人福祉計画・介護保険事業計画」における推計によると、今後も要支援・要介護認

定者数は増加を続け、令和 17年度には 13万人を超えると推計しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【要介護認定者数等の推移】 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（年報） 

   ※H12～R1は実績値、R2～22は推計値（R3年 3月推計） 

 

 

 

 

 

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

要支援 4,297 5,300 7,100 8,409 9,612 10,192 - - - - -

要支援１ - - - - - - 8,058 7,951 7,935 8,150 8,461

要支援２ - - - - - - 7,589 8,884 9,225 9,030 9,811

要介護１ 9,749 12,307 14,950 18,221 19,702 20,851 11,912 10,270 10,622 12,189 13,347

要介護２ 7,884 9,110 10,431 10,041 10,385 11,030 13,109 13,683 13,932 14,221 15,103

要介護３ 5,959 6,652 7,286 8,160 8,709 9,240 10,996 12,046 12,848 12,443 11,916

要介護４ 5,997 6,198 6,582 7,709 8,027 8,471 8,885 9,459 9,758 10,145 10,568

要介護５ 5,425 6,445 6,927 7,398 7,602 7,732 8,097 8,219 8,366 9,258 9,926

合　計 39,311 46,012 53,276 59,938 64,037 67,516 68,646 70,512 72,686 75,436 79,132

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

要支援 - - - - - - - - -

要支援１ 8,365 9,352 9,863 10,253 10,562 10,310 11,088 11,027 11,342

要支援２ 10,419 11,416 12,038 12,615 13,239 13,311 13,857 14,692 15,152

要介護１ 14,202 15,485 16,376 17,146 17,629 18,069 18,226 18,752 19,366

要介護２ 15,875 16,445 17,227 18,112 18,158 18,481 18,834 18,993 19,404

要介護３ 12,515 12,964 13,363 13,708 14,217 14,519 14,584 14,921 15,302

要介護４ 10,653 10,973 11,359 11,811 12,316 12,670 12,896 13,149 13,337

要介護５ 9,891 9,780 9,597 9,572 9,579 9,670 9,586 9,555 9,555

合　計 81,920 86,415 89,823 93,217 95,700 97,030 99,071 101,089 103,458

39,311

68,646

86,415

101,089 103,458
104,385

116,116

126,162
132,649 133,320

0
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40,000
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H12 H18 H24 H30 R1 R2 R7 R12 R17 R22

推計値 実績値 
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3 介護保険サービスの利用状況  

要介護認定者数全体に占めるサービス利用件数は上昇を続けており、平成 27 年度と令和元年度の各

サービス利用件数を比較すると、居宅サービスでは、19,394件（＋13.4％）、地域密着型サービスでは、

6,907件（＋91.9％）、施設サービスでは 777件（＋4.8％）増加しています。 

※各介護保険サービス利用者数の推移は「第 4章第 2節 2 介護サービスの充実と質の向上」を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護保険サービス利用件数の推移】           （単位：件（１月あたりの平均利用件数）） 

  H27 H28 H29 H30 R1 

居宅サービス 144,754 144,530 149,817 155,208 164,148 

地域密着型サービス 7,518 12,740 13,384 13,666 14,425 

施設サービス 16,259 16,438 16,444 16,466 17,036 

合計 168,531 173,708 179,645 185,340 195,609 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告 ※要介護者分のみ（要支援者分除く）   

168,531 173,708 179,645 185,340 
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4 特別養護老人ホーム入所申込者数・待機者数  

 令和 2年 4月時点の調査では、特別養護老人ホームの入所申込者数は 7,191人になっています。 

 そのうち、入所の必要度が高いと推測される、要介護 3以上で、自宅で独居又は介護が困難な家族等

と自宅で同居している入所申込者数は、2,555人です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特別養護老人ホーム入所申込者数の推移】                   （単位：人） 

  H30 R1 R2 

入所申込者数 7,539 7,287 7,191 

内、要介護 3 以上で、自宅で独居又は介護が困難な家族等と自宅で同居 2,538 2,515 2,555 

資料：高齢福祉課調べ（各年度の調査時点 H30.6 時点、H31.4 時点、R2.4 時点） 
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5 介護人材推計 

急速な高齢者の増加に伴い、介護サービスの需要は今後さらに増加すると見込まれています。 

平成 28年と令和元年の介護人材数を比較すると、806人増加であり、平成 28(2016)年から令和 7

（2025）年にかけて、介護職員の需要数は約 9,800人増加する見込みであるのに対し、供給数は約

5,400 人の増加見込みとなっており、約 4,400 人の介護職員が不足します。 

このため、令和元年から令和 7（2025）年にかけて、毎年約 1,500人の介護職員の増加が必要とされ

ます。また、令和 22年（2040）に向けては、徐々に需給ギャップが拡大していく見込であり、更なる

介護人材確保対策の推進が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【岐阜県内の介護人材数の推移】             （単位：人） 

  
H28 

（2016） 

H29 

（2017） 

H30 

（2018） 

R1 

（2019） 

介護職員数 30,702 31,413 32,524 31,508 

資料：「都道府県別介護職員数の情報提供について」（厚生労働省） 

 

 

 

 

                                介護人材の推計：R3.2 県高齢福祉課調べ 
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6 介護保険料 

介護保険料は 3 年ごとに見直されていますが、第 1 期計画（平成 12 年～14年）と第 8 期計画（令和

3 年～5 年）の介護保険料の平均金額を比べると、岐阜県では 3,256 円高くなっています。県の第 8 期

計画における介護保険料の平均額は、5,931円です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【介護保険料の推移】                             （単位：円） 

 

                            

 

 

資料：県高齢福祉課調べ 

※全国の平均値は R3.5 に厚生労働省より発表予定 

 

 

第１期計画 第２期計画 第３期計画 第４期計画 第５期計画 第６期計画 第7期計画 第8期計画

(H12-H14） (H15-H17） (H18-H20） (H21-H23） (H24-H26） (H27-H29） (H30-R2） (R3-R5）

県 2,675 2,962 3,819 3,937 4,749 5,406 5,766 5,931

全国 2,911 3,293 4,090 4,160 4,972 5,514 5,869

保険料基準額
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○本計画では、「高齢者が健康で生きがいをもって活躍し続けることができる」「いつまでも住み慣れた

地域で安心して暮らし続けることができる」を基本理念とし、その実現に向けて 3つの目的「地域包

括ケアシステムの深化・推進」「介護保険サービス基盤の充実」「高齢者が活躍できる社会の実現」を

柱として、その達成に向けた 9つの施策の方向性に沿って取組みを進めていきます。 

○介護保険事業の実施主体であり、住民に最も身近な市町村の方針を尊重しつつ、市町村の行う事業が

適正かつ円滑に実施されるよう、市町村に対して多様な支援を実施します。 

  

第３章 計画の基本理念と施策体系 

 

 

「高齢者が健康で生きがいをもって活躍し続けることができる」 

「いつまでも住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる」 

基本理念 

地域包括ケアシステム

の深化・推進 

介護保険サービス基盤

の充実 

高齢者が活躍できる 

社会の実現 

目的 

 

在宅医療・介護連携の推進 

認知症施策の推進 

介護予防・生活支援 

サービスの体制強化 

保険者の機能強化 

介護人材の確保 

介護サービスの充実 

高齢者の生きがい・ 

健康づくりの推進 

安心して暮らせる 

生活環境の整備 

施策の方向性 

介護業務の効率化と 

質の向上 
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 岐阜県が行った将来人口の推計によると、65歳以上の人口は、令和 3年（2021年）をピークに減少

していくものの、75歳以上人口はその後も増加し、令和 12年には 368,163人に達する見込みです。人

口全体が減少していくため、65歳以上（75歳以上）の人口比率はその後も増加し続けることが見込ま

れている。今後高齢化が一層進む中で、高齢者の地域での生活を支える地域包括ケアシステムの深

化・推進はますます重要性を増していくため、第８期計画においても引き続き同目的の達成に向け、

様々な施策を展開していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今後の更なる高齢化の進展を見据え、介護保険制度の円滑な運営を一層進めるとともに、介護が必要

な高齢者の方々が必要とする在宅サービスや施設サービス等の継続的な提供の確保と拡充を進めます。 

また、重要な課題である介護人材の確保・育成はもとより、介護業務の質の向上や業務の効率化、介

護現場における文書負担の軽減に積極的に取り組みます。 

 

 

 

 介護を必要とする高齢者の方々は、社会全体で支えていくことが必要です。一方、多くの高齢者の方々

は元気であることから、多様な分野で社会参加することにより、「支えられる側」から「支える側」の役

割を担い、豊かな知識・技術・経験を生かしながら、いつまでも活躍できる社会の実現を目指します。 

  

３つの目的 

地域包括ケアシステムの深化・推進 

介護保険サービス基盤の充実 

高齢者が活躍できる社会の実現 
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第 1 節 地域包括ケアシステムの深化・推進 

１ 在宅医療・介護連携の推進 

  

【主な施策】 

（1） 在宅医療と介護の連携体制の構築 

○市町村の在宅医療・介護連携における現状把握及び課題分析に対する支援として、市町村では

入手困難な診療報酬・介護報酬の算定状況等に関する情報等を提供します。 

○切れ目のない在宅医療・介護の提供のため、医療機関相互や訪問看護ステーションとの連携  

を図り、24 時間対応型の在宅医療提供体制構築に向けて市町村を支援します。また、在宅療養

者が体調を崩した際に円滑に医療機関に入院できるよう後方支援ベッドの確保に努めます。 

○在宅医療・介護では、市町村域を超えてサービスが提供される現状を踏まえ、原則、老人福祉

圏域（二次医療圏）単位ごとに市町村と医師・歯科医師・訪問看護師・薬剤師・介護支援専門

員等など多職種による会議を開催し、広域的に取り組むことが適当な施策にかかる調整を行い

ます。 

○広域で実施した方が効果的、効率的と考えられる在宅医療・介護に係る訪問診療を行う医師、

歯科訪問診療を実施する歯科医師、訪問看護師等の人材育成研修を実施します。 

  ○市町村が実施する在宅医療・介護連携推進事業について、ＰＤＣＡサイクルに沿った取組みと 

   なるよう支援するため、市町村、地域医師会をはじめとする地域の医療・介護関係団体との意 

   見交換の場の定期的な開催や、在宅医療を受けている患者の動向や地域特性等の現状等につい   

   て必要な情報提供を行うとともに、データの分析・活用方法を学ぶ研修会の開催等、技術的な 

   支援を行います。 

 

（2）入退院時における医療・介護間の連携強化 

○今後も引き続き圏域又はそれに準じた広域圏において退院支援ルールの策定を進めます。 

○また、引き続き退院後の療養生活を見据えた退院支援に従事する担当者の養成研修を実施します。 

   

（3）在宅医療を担う医師及び（訪問）看護師の確保 

○在宅医療は、切れ目のない提供が必要ですが、在宅医療を実施する医師の専門以外（皮膚科・

耳鼻咽喉科・精神科（認知症）等）の疾患についても対応しなければならないことから、在宅

医療を実施する医師の負担が大きい状況になっています。在宅医療を実施する医師の数には限

りがあることから、医師同士の連携や、医師と訪問看護ステーションの連携体制構築等を進め

るため、県医師会等の関係団体に対する支援を行います。 

 

 

第４章 施策の展開 
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○訪問看護ステーションは、在宅医療を支え、医療と介護をつなぐ重要な役割を担っています

が、高齢化社会の進展を見据えた事業所数の増加や空白地域の解消等を図るため、小規模事業

者の事業定着やサテライト型訪問看護ステーションの運営に対する支援を行います。 

○研修の機会を得にくい訪問看護事業所及び介護保険施設等で働く看護職員を対象に、専門・認

定看護師が出向き、施設の個々の課題に即した実践的な研修会を実施します。 

  ○在宅医療・介護連携推進圏域別研究会を開催し、各市町村の医療・介護事業所数等のデータを提

供するととともに、各市町村と地域医師会・訪問看護ステーション等の医療・介護関係者との意

見交換・情報交換の場を提供します。 

 

（4）高齢者の口腔ケアの推進 

○県歯科医師会及び県歯科衛生士会と連携し、介護保険施設において、歯科医師や歯科衛生士によ

る正しい口腔ケアの知識と方法について普及啓発を図るとともに、介護保険施設の協力歯科医師

と連携した歯科健診、歯科保健指導の実施を推進します。 

○歯科訪問診療等を実施する歯科医療機関の増加を図るため、県歯科医師会等と連携し、在宅歯科

医療への取組み（人材育成・医科歯科連携等）を推進するとともに、県歯科衛生士会と連携し、

歯科医師をサポートする訪問歯科衛生士の養成研修を実施します。 

○口腔と全身の関係が指摘されていることを踏まえ、県医師会、県歯科医師会及び介護関係団体等

とともに、医科と歯科の連携及び歯科と介護等との連携体制の整備を進めます。 

  ○県民の生涯にわたる歯・口腔の健康づくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、歯

科口腔保健に係る総合的な窓口として、口腔保健支援センターにおいて情報提供を行います。 

 

（5）利用者が望む場所での終末期ケア 

○在宅医療に対する理解促進を図るため、市町村が取り組んでいる住民向け普及啓発事業の状況

を把握し、情報提供を行います。 

○市町村、地域医師会をはじめとする地域の医療・介護関係団体との意見交換の場等において、切

れ目のない在宅医療提供体制の構築が図れるよう在宅医療・介護連携推進事業における好事例等

の情報提供を行います。 

○がんの在宅緩和ケアに従事する医療や介護、福祉等の多職種が連携して、利用者の身体的苦痛

のみならず、利用者や家族の精神心理的苦痛に対応できるよう、研修会等を開催し、がんの在

宅療養者を支える体制を整備します。 
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２ 認知症施策の推進 

 

【主な施策】 

（1）普及啓発・本人発信の推進 

○岐阜県の認知症希望大使を設置し、認知症の人とともに県民に対する認知症に関する普及啓発に

取り組みます。 

  ○認知症サポーターやキャラバン・メイトの養成に引き続き取り組むとともに、養成したサポー

ターやキャラバン・メイト等が、認知症の人を地域の実情に応じて見守りや支援を行うチーム

オレンジで活躍いただけるよう、市町村によるチームオレンジの設置を支援します。 

○９月２１日の世界アルツハイマーデー及び９月の世界アルツハイマー月間に、地域包括支援セ

ンター及び認知症疾患医療センターの周知や認知症の理解の促進を図るための普及啓発を市町

村とともに実施します。 

○希望大使などの認知症ピアサポーターとともに、本人交流会等によるピアサポート活動の取組

を推進します。 

 

（2）予防 

  ○高齢者の生活習慣病の予防、社会参加につながる運動や交流等を行う通いの場の設置を推進し

ます。 

○地域の実情に応じた通いの場の拡充を推進するため、その中心となる生活支援コーディネーター

の資質向上を図るための研修や、アドバイザーの派遣を実施します。 

  ○市町村が実施する介護予防事業等に、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等のリハビリ専門職

や管理栄養士や歯科医師、歯科衛生士等の専門職を派遣します。 

○岐阜県後期高齢者医療広域連合及び市町村がそれぞれの役割を担い、高齢者の保健事業と介護予

防の一体的な実施の事業を展開する中、県は、広域連合等における実施状況をフォローするとと

もに、介護保険、国保、健康増進事業等の保健事業との連携が促進されるよう、市町村への指導

助言、調整を行います。 

 

（3）医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

 ①早期発見・早期対応、医療体制の整備 

○全市町村に設置された認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援チームの水準の向上を図るた

め、情報共有を行う会議及び専門職を派遣する研修会を開催するとともに、先進事例の紹介等の

支援を行います。 

○認知症の早期診断・早期対応に向けた体制整備を図るため、認知症サポート医養成研修・認知症

サポート医フォローアップ研修を実施するとともに、かかりつけ医、歯科医師、薬剤師、看護師、

病院勤務の医療従事者を対象とした認知症対応力向上のための研修を実施します。 

○認知症疾患医療センターにおいて、市町村や地域包括支援センター等関係機関と連携しながら、

認知症の専門医療相談と適時・適切な医療提供体制を充実します。 

 

② 認知症ケアに携わる介護人材の育成 

○指定研修実施機関である（社福）岐阜県福祉事業団を通じて認知症ケアに携わる介護人材を対象

とした認知症介護基礎研修、認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修を開催します。 

  ○これらの研修の指導者となる人材を、認知症介護指導者養成研修によって養成します。 
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③ 認知症の人を支える医療・介護・福祉の連携 

○地域ごとに医療・介護等が適切に連携することを確保するため、認知症ケアパスの活用先進事例

の紹介等を通じ、全市町村での作成・活用を推進します。 

○医療・介護従事者等に対して、認知症の人の意思決定支援ガイドラインに基づく研修を開催しま

す。 

 

④ 本人・家族への支援と地域づくり 

  ○市町村、介護事業所、各関係団体等と連携を取りながら、認知症カフェの取組みに関する情報収

集・発信や、開設・運営の支援をします。 

  ○認知症の方が集い、余暇活動をしたり、自分の思いを語ったりする場の設置を推進します。 

  ○特定非営利法人「認知症の人と家族の会」の活動を助成するとともに、活動に協力し、認知症の

方の家族の意見を施策に取り入れていきます。 

 ○企業等において、認知症サポーター養成講座等の開催により、認知症への理解の促進を図り、仕

事と介護を両立しやすい環境整備を推進していきます。 

 

（4）認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援 

①「認知症バリアフリー」の推進 

 ○医療、保健、介護、住まい、生活支援が一体的に提供できる地域包括ケアシステムの構築を進め

ます。 

 ○周囲の理解や支援を求めるためのヘルプカード周知や利用の促進を推進します。 

 ○市町村における「チームオレンジ」の構築を支援するため、構築の中心となる市町村で配置する

チームオレンジ・コーディネーター等を対象とした研修を開催します。 

 ○行方不明になった認知症の人を含む高齢者の早期発見・保護できるよう、引き続き市町村、岐阜

県警察本部、他都道府県が広域的に連携して対応します。 

  ○民間企業と協働した認知症高齢者捜索模擬訓練や普及啓発、認知症サポーターの養成等により、

市町村の地域づくりを支援します。 

  ○成年後見制度に関する相談対応や普及活動を担う権利擁護推進員の配置、市町村や市町村社会福

祉協議会の職員等に対するセミナーや研修会の開催など、岐阜県成年後見・福祉サービス利用支

援センターの活動を支援します。 

○市民後見人についても、県民の理解を高めるとともに、市町村職員等の理解促進のための研修会

を開催します。 

 

②若年性認知症の人への支援 

○企業や職場及び県民の若年性認知症の理解を促進するため、認知症サポーター養成講座や世界ア

ルツハイマーデー及び月間を契機とした普及啓発を実施します。 

○認知症疾患医療センター、認知症地域支援推進員、地域包括支援センター等関係機関の資質向上

のための研修や会議の開催などを通じたネットワークの構築を進め、市町村の地域づくりを引き

続き支援します。 

○若年性認知症の人の居場所づくりとして、若年性認知症に特化した本人ミーティングなど本人活

動を実施します。 
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○若年性認知症の人や家族は、就労に関する課題が大きいことから、医療機関、地域包括支援セン

ター、介護保険・障害福祉サービス事業者、ハローワーク等就労支援機関等関係機関が連携して

若年性認知症の人や家族を支援するネットワークの構築を図ります。 

○その他、認知症施策の推進にあたっては、認知症高齢者だけでなく若年性認知症の人にも配慮し

て進めます。 

  

③社会参加支援 

○認知症の人が身近な地域で参加できるよう、認知症カフェ、本人ミーティング等の当事者同士の

交流や地域活動の場の拡充を図ります。 

○認知症の人の社会参加を支援するため、認知症サポーター等による見守り、声かけ、地域活動へ

の誘い・同行といったチームオレンジの市町村による構築を支援するため、中心となるチームオ

レンジ・コーディネーターに対する研修を実施します。 

○本人ミーティングの機会等を通じて認知症の人が認知症の人の相談にのるピアサポート活動の

促進を図ります。 
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３ 介護予防・生活支援サービスの体制強化 

 

【主な施策】 

（1） 地域ケア会議の推進 

  ○市町村の要請に基づき地域ケア会議に、理学療法士等の専門職や経験の豊富なアドバイザーを派

遣します。 

○市町村職員や地域包括支援センター職員を対象に、事例検討やグループワークなどの地域ケア会

議に関する研修を実施します。 

 

（2）自立した日常生活の支援 

  ○生活支援コーディネーター等の資質向上を図るため、住民自らがサービスの担い手となる意識を

高め、地域に必要なサービスについて総合事業を活用しながら創出できるよう、先進事例の提供

やグループワークを中心とした研修を実施するほか、希望する市町村にアドバイザーを派遣し、

市町村の取組みを支援します。 

○地域における日常的な支え合い活動の体制づくりを推進するため、市町村や市町村社会福祉協議

会が支援する、地域住民等を主体として行われる事業について、係る経費を補助します。 

  ○生活支援ボランティア養成講座を開催し、近隣の中・高齢者の生活上の困りごとを手助けできる

シニアボランティアを養成します。 

 

（3）要介護状態等になることの予防（介護予防の推進） 

  ○介護予防を推進するため、各市町村が実施する全ての高齢者を対象とした一般介護予防事業によ

る通いの場の設置を推進します。 

○ロコモティブシンドローム※3やフレイル等、高齢に伴う疾病の予防を図るため、講習会や研修

会等を開催し、成人期からの予防対策を啓発します。 

※3 ロコモティブシンドローム 

     運動器の障害のために自立度が低下し、介護が必要となる危険性の高い状態のことです。 

  ○市町村が実施する介護予防事業等に、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等のリハビリ専門職

や管理栄養士や歯科医師、歯科衛生士等の専門職を派遣します。 

 

（4）要介護状態等の軽減・重度化防止 

  ○地域包括支援センター職員等介護予防従事者に対し、口腔機能の向上、栄養改善、運動器の機能

向上について、研修を実施します。研修は、これらを組み合わせた複合型で実施したり、実技を

取り入れたりするなどより効果的、実践的なものとなるよう工夫して実施します。 

○介護サービス事業所への実地指導や集団監査の際に、利用者の状態に応じて機能維持・重度化防

止に資するサービスを行うよう、指導・助言等を行います。 

 

  ○介護支援専門員への研修の機会をとらえ、利用者の状態に応じたリハビリテーション機能を有す

る事業所の活用など機能維持・重度化防止に資するケアプラン作成を行うよう指導します。 
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４ 保険者の機能強化 

 

【主な施策】 

（1）介護給付適正化事業 

 ○適正な要介護認定に基づき、自立支援に資するサービスが過不足なく提供されることを目的とし

て、「要介護認定の適正化」、「ケアプラン点検」、「住宅改修・福祉用具の点検」、「縦覧点検・医療

情報との突合」、「介護給付費通知」の主要５事業及び介護給付実績の活用に関する研修の実施や

経費の助成により市町村の取組みを支援します。 

  ○要介護認定の適正化を図るため、要介護認定を行う市町村職員や介護支援専門員等を対象にした

新任者研修及び現任者研修を開催します。 

  ○保険者によるケアプラン点検を充実させるため、ケアプラン点検に関する研修を開催するととも

に、希望する市町村に対し、ケアプラン点検の支援を行う専門チーム（構成：主任介護支援専門

員）を派遣し保険者、地域包括支援センター及び事業所に助言を行います。 

  〇高度で専門的知識を必要とする福祉用具・住宅改修について保険者、介護支援専門員等を対象と

した研修等を実施します。 

  ○全保険者の縦覧点検・医療情報の突合を行う岐阜県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」と

いう。）に対し、点検に係る経費の一部を助成します。 

○国保連と連携し、保険者を対象に国保連の介護給付適正化システムを活用した分析・評価に係る

研修等を実施します。 

 

 

 

 

【市町村（介護保険者）への支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○要介護認定の適正化 

・指定居宅介護支援事業所等に委託している変更申請又は更新申請に係る認定調査結果を市町村職員等

が訪問又は書面等の審査を実施。 

○ケアプランの点検 

 ・介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記載内容を、事業者から

の資料提出又は訪問調査により、市町村職員等の第三者がその内容等の点検を実施。  

○住宅改修等の点検  

・居宅介護住宅改修費の申請時に受給者宅の実態確認、工事見積書の点検、竣工時の訪問調査等により

施工状況の点検を行う。  

・福祉用具の利用者に対し訪問調査等により、福祉用具の必要性や利用状況等の点検を実施｡   

○縦覧点検・医療情報との突合 

 ・受給者ごとに複数月にまたがる支払状況を確認し、提供サービスの整合性、算定回数等の点検を実施。  

・受給者の入院情報と介護給付情報を突合し、給付日数や提供サービスの整合性の点検を実施。  

○介護給付費通知 

 ・受給者本人（家族を含む）に対し、サービスの請求状況及び給付状況等を通知。 

○介護給付実績の活用 

 ・国保連から提供される給付実績を活用し、不適正、不正な給付がないか確認を行う。  
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（2）地域包括支援センターの機能強化 

  ○地域包括支援センターの機能強化を支援するため、新任者向けの基礎研修や、現状の課題に応じ

た知識や技術の習得、先進事例の提供などの課題別研修の実施により、職員の資質向上を図りま

す。 

  ○地域包括支援センターの機能強化のため、地域課題や個別事例の課題解決を図る地域ケア会議等

へアドバイザーや専門職を派遣します。 

 

（3）県による保険者支援 

○保険者の事業の進捗状況や課題の把握のため、第８期計画期間中に全ての保険者を訪問しヒアリ

ングを行い、課題把握を行うとともに必要な助言を行います。 

○各保険者が行った保険者機能強化推進に係る評価や介護保険事業計画にかかる取組と達成状況

の評価を取りまとめ、各保険者に情報提供するとともに圏域別の意見交換会を実施することで、

優良事例の提供や助言を行い、保険者の課題把握や課題解決に向けた支援を行います。 

○ヒアリング等で把握された課題をテーマとした研修会や、県として広域的な立場から実施すべき

生活支援コーディネーターの資質向上研修等を実施します。 

○市町村が実施する総合事業や地域ケア会議などの地域支援事業へ、理学療法士等リハビリ専門職

や、管理栄養士、歯科衛生士などを派遣します。 
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第 2 節 介護保険サービス基盤の充実 

１ 介護人材の確保 

 

 【主な施策】 

（1） 新規就業促進・潜在介護人材の呼び戻し 

  ○人材育成や職場環境改善に積極的に取り組む介護事業者を県が認定し、認定事業者とその取組み

を岐阜県介護情報ポータルサイト「ぎふ kaiGo!」等を通じて積極的にＰＲすることにより、介護

の職場の魅力アップを図ります。 

  ○学生、介護に関心のある若者、主婦層、家族介護者、中高年齢者、高齢者等に対して、介護への 

親しみを持つとともに、イメージアップを図ることで介護職が職業としての選択肢となり得るよ 

う、施設体験や介護サービス事業所との交流や職場体験等を通して、新規就業を促進します。 

○介護分野も含む福祉人材の確保・定着を図るため、福祉施設職員、福祉系の大学に通う学生、 

福祉教育に携わる教員等を構成員とした「福祉のイメージアップ委員会」を設置し、イメージ

アップを主とした提案・企画を行うとともに、福祉現場の課題の洗い出しとその対応策を実施

します。 

○教員に対しては、福祉・介護施設等での地域貢献活動や職場体験等の機会を設ける等、福祉・介

護等への理解を図ります。 

○介護福祉士養成校に就学する学生に対する修学資金の貸付を実施し、新たな介護人材の確保対策

を推進するとともに、同修学資金の返還免除要件（県内介護事業所で５年間以上従事することに

より返還免除）により、県内での介護人材の定着を促進します。 

○離職した介護職員が再就職する際に必要となる費用について、再就職準備金の貸付を行うことに

より、潜在介護人材の呼び戻しを促進します（県内介護事業所に２年間以上従事することにより

返還免除）。 

○福祉系高校に就学する学生に対する修学資金の貸付を実施し、若者の介護分野への参入促進、 

福祉系高校の定員充足率の増加を図るとともに、同修学資金の返還免除要件（県内介護事業所 

で３年間以上従事することにより返還免除）により、県内での介護人材の定着を促進します。 

○他業種で働いていた方が介護職に転職する際に必要な費用について、就職支援金の貸付を行う 

ことにより、新たな介護人材の確保を促進します。（県内介護事業所に２年間以上従事すること 

により返還免除）。 

○離職した介護の資格を持つ職員を対象とした届出制度への登録者を対象に研修費用の助成や就

職等に関する情報提供などを行い、潜在介護人材となる届出者の増加を促進します。 

○介護事業所に対し、外国人介護人材の受入れに関する基礎知識や受入後の具体的な支援方法等

の取得を支援するなど、職場環境の整備等を推進します。 

○外国人介護人材確保に向けて、県内介護事業所への就労（特定技能１号）及び介護福祉士養成施

設への留学を希望する人材とのマッチング支援を実施します 

第４章 施策の展開 
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○「岐阜県外国人介護人材対策協議会」を設置し、県内外国人介護人材の就労状況などの調査、

他県の先進事例や送り出し国の情報収集などを行うとともに、外国人介護人材の受入れに係る

効果的な施策を企画・立案します。 

○介護福祉士を目指す外国人留学生を支援する介護事業者に対し、留学生が受講する日本語学習

課程授業料及び生活支援費を補助します。 

○外国人技能実習生及び特定技能外国人の受入れを行う介護事業者の日本語学習に係る経費を補

助します。 

○中高年齢者を対象に、ケアパートナー（介護助手）等として介護に参入してもらうために、就業

希望者と介護事業所とのマッチングを支援します。 

○介護に関心を持つ介護未経験者や復職を希望する者に対して、介護の業務に携わる上での不安

を払拭するための入門的研修を実施します。 

○平成 29年 4月から開始した離職した介護福祉士等に向けた「介護有資格者の登録制度」の普及

を図り、介護分野への再就職に対する就労支援を積極的に行います。 

○岐阜県福祉人材総合支援センター（岐阜県社会福祉協議会）にキャリア支援専門員を配置し、 

求職者への相談対応、事業者支援等を行うとともに、就職フェアを開催し、より多くの参加者 

に福祉・介護の仕事を理解促進・人材確保を図ります。 

 

（2）介護職員の離職防止・定着促進 

○新人介護職員を対象とした研修会や交流会等の開催や新人介護職員が気軽に相談できる窓口を 

設置するとともに、新人介護職員を指導する職員に対する育成研修等、新人介護職員の定着促進 

を図ります。 

 ○福祉施設で働く若手職員を対象に、合同研修・交流会を開催し、所属する事業所や職種を超え 

たネットワークづくりを行うことや、個別事業所では実施が難しい研修の受講により、福祉に 

携わる職員としてのモチベーションを高め、福祉人材の定着及び離職防止を図ります。 

○介護分野も含む福祉人材の確保・定着を図るため、福祉施設職員、福祉系の大学に通う学生、 

福祉教育に携わる教員等を構成員とした「福祉のイメージアップ委員会」において、イメージ

アップを主とした提案・企画を行うとともに、福祉現場の課題の洗い出しとその対応策を検討

します。【再掲】 

  ○人材育成や職場環境改善に積極的に取り組む介護事業者を県が認定することを通じて、県内介護 

事業所の職場環境改善を推進し、介護職員の離職防止と定着促進を図ります。 

  ○介護職員の職場における人間関係や業務内容等に関する悩みや不満等の相談を受ける専門ダイ

ヤルを設置し、介護職員の精神的負担を軽減します。 

○介護職員が産休・育休から円滑に復職できるよう、介護職員復帰後も育休等代替職員を継続雇用

するための支援をします。 

○介護サービス事業所への社会保険労務士等の派遣による上位の処遇改善加算の取得支援を推進

することにより、介護人材の定着を促進します。 

 

（3）人材育成・キャリアアップ 

○介護職員に対する階層別研修や課題別研修等を開催し、スキルアップ及びキャリアアップを図り

ます。 

○介護事業者や介護関係団体、介護福祉士養成校等が実施する、介護職員のキャリアパスを踏まえ

た知識や技術に関する研修開催費用や、資格取得等に要する受講料等を支援します。 
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○人手不足などにより外部への研修派遣が困難な事業所に対し、スキルアップ等のための研修講師 

を派遣します。 

 

（4）文書負担の軽減 

○第８期の介護保険制度改正・報酬改定において新たな基準や介護報酬加算が設けられた場合に

おいても、各種記録の整備や各種加算に関する検証資料について簡素化を図ります。 

○介護職員の業務負担の軽減や業務の効率化を目的として、介護事業所において、記録業務、情報

共有業務、請求業務までを一気通貫にする介護ソフト等のＩＣＴ機器の導入を支援します。 
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２ 介護業務の効率化と質の向上 

 

 【主な施策】 

（1）業務の効率化と質の向上 

○地域医療介護総合確保基金を活用し、介護職員の身体的・精神的負担軽減等を目的として、介護

事業所への介護ロボットの導入や見守り機器導入に伴う通信環境整備への支援をします。 

○同基金を活用し、介護職員の業務負担の軽減や業務の効率化を目的として、介護事業所において、

記録業務、情報共有業務、請求業務までを一気通貫にする介護ソフト等のＩＣＴ機器の導入を支

援します。 

○中高年齢者等を対象に、ケアパートナー（介護助手）等として介護分野に参入してもらうために、

就業希望者と事業所とのマッチングを支援することにより、介護現場における機能分化を推進し

ます。 

 

（2）人材育成・キャリアアップ 

○介護職員に対する階層別研修や課題別研修等を開催し、スキルアップ及びキャリアアップを図り

ます。 

○介護事業者や介護関係団体、介護福祉士養成校等が実施する、介護職員のキャリアパスを踏まえ

た知識や技術に関する研修開催費用や、資格取得等に要する受講料等を支援します。 

○人手不足などにより外部への研修派遣が困難な事業所に対し、スキルアップ等のための研修講

師を派遣します。 

 

（3）文書負担の軽減 

○第８期の介護保険制度改正・報酬改定において新たな基準や介護報酬加算が設けられた場合に

おいても、各種記録の整備や各種加算に関する検証資料について簡素化を図ります。 

○介護職員の業務負担の軽減や業務の効率化を目的として、介護事業所において、記録業務、情報

共有業務、請求業務までを一気通貫にする介護ソフト等のＩＣＴ機器の導入を支援します。 
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2 介護サービスの充実 

 

（1）居宅サービス 

○必要な介護サービス提供が適正に行われるよう、事業者に対して適切な指導等を行います。 

○在宅の要介護者が最適なサービスを選択できるよう、介護支援専門員に対する研修を適切に行う

とともに、介護サービス情報の公表制度の着実な運営を行います。 

○介護人材確保対策を推進し、円滑なサービス提供に向けた体制整備を図ります。 

○利用者の生活リズムに合わせた短時間巡回型の訪問介護サービスの利用、普及促進を行います。 

○県による居宅サービスの指定において、市町村から協議や意見の申し出がある場合には、その内

容を勘案した適切な対応を行います。 

 【居宅サービスの種類】 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所介護、通

所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、福祉用

具貸与、特定福祉用具購入 

 

（2）地域密着型サービス 

○市町村において地域密着型サービス等の適切な指導監督業務が実施されるよう、支援を行います。

また、地域密着型サービスの整備等にかかる経費を助成します。 

○市町村協議制により協議があった場合には、その内容を踏まえた適切な対応を行います。 

○介護人材不足は地域密着型サービスにおいても同様であり、適切なサービス提供体制の確保に向

け介護人材確保対策を推進します。 

【地域密着型サービスの種類】 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応

型通所介護、小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）、認知

症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護 

 

（3）施設サービス 

○「介護離職ゼロ」の実現等に向けた必要な介護サービス基盤の整備に向け、介護保険施設整備等

に向けた助成に係る必要な予算の確保、事業者の設置認可等の申請手続きにおける適切な指導助

言を行います。 

○県が行う施設整備等に対する助成、介護保険施設の設置認可等については、本計画及び市町村が

定める市町村介護保険事業計画による、介護サービスの利用量の見込みと施設整備等の目標値に

基づいて行い、市町村と連携を図りながら必要な介護サービスの適切な整備を推進します。 

○介護保険施設における生活環境の改善に向け、介護保険施設の居室定員については、利用者や家

族の希望により、個室（従来型・ユニット型）又は多床室を選択できる環境を整えるとともに、

既存施設についても、改築・改修による入所者の生活環境の改善を図ります。  

○また介護保険施設における利用者の要介護度の重度化が進んでいることも踏まえ、施設における

事故防止対策の徹底など、適正なサービスの提供に向けた事業者への適切な指導等を行います。 

○介護人材確保対策を推進し、円滑なサービス提供に向けた体制整備を図ります。 
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○介護保険施設は、要介護者が生活する施設であり、また災害時の緊急避難所や福祉避難所として

も機能する地域の防災拠点の役割も期待されることを踏まえ、施設における防災対策や地域との

連携を推進します。 

【施設サービスの種類】 

介護老人福祉施設（広域型特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、介護療養型医療施設（介護

療養病床）、介護医療院 

 

（4）居宅介護支援サービス 

○居宅サービス計画の作成や居宅サービスの給付管理等のケアマネジメントにあたっては、利用者

像や課題への十分なアセスメントの実施やサービス担当者会議での多職種協働、サービス提供に

よる評価・検証を適切に実施する必要があることから、質の高いケアマネジメントの実施に向け、

介護支援専門員に関する研修の充実や国が示す課題整理総括表等の活用促進を推進します。 

○単身又は重度の要介護者であっても、住み慣れた地域での在宅生活の継続を希望する高齢者が生

活の継続性を維持し、可能な限り在宅で暮らすことを可能とするため、「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護」や「身体介護 20分未満の区分などの訪問介護サービス」を積極的に活用し、質の高

い居宅サービス計画の作成と適切なサービスの提供を支援できるよう、介護支援専門員及び訪問

介護員等に対する研修を実施します。 

 

（5）その他のサービス 

○高齢者のための住居や環境的・経済的に困窮した高齢者の入所施設など、それぞれの施設等の基

本的な性格を踏まえ、必要な整備と適正な運営に向けた取組みを推進します。 

【その他のサービスの種類】 

養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅 

 

（6）介護サービス情報の公表に係る体制整備 

○介護サービス事業者に対し、介護サービス情報公表制度に関する理解と周知を図るとともに、「岐

阜県介護サービス情報の公表制度における調査に関する指針」に基づく事業者の訪問調査等を行

い、同制度の適切な運用を推進します。また、利用者による介護サービス情報公表制度の活用が

進むよう、制度の周知に努めます。 

 

（7）福祉サービス第三者評価事業 

○利用者やサービス事業者からの福祉サービス第三者評価制度に対する社会的評価の向上と、評価

を行う第三者機関の評価技能と質の向上を推進し、サービス事業者による積極的な第三者評価の

受審を促進します。 

 

（8）共生型サービスの推進 

  ○県基準条例に基づいて、共生型サービスの適切な実施を推進します。 

○共生型サービスの指定に関し、基準充足等を適切に指導していきます。 
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【共生型サービス事業所数の推移】 

 H31.3 R2.3 

訪問サービス 3 4 

通所サービス 3 11 

短期入所サービス  3 4 

計 9 19 

資料：県高齢福祉課調べ 

 

（9）高齢障がい者のための障がい福祉・介護の連携推進 

○障がいのある高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる体制整備は一義的

に市町村の役割ですが、県では複数の地域をモデル地域に指定し、障がいのある高齢者を地域で

支えていくために、医療・福祉資源等の現状把握や課題抽出を図り、課題解決に向けた施策を検

討します。 

○障がいのある高齢者を共に支え、ケアプランを作成する介護支援専門員とサービス等利用計画を 

作成する相談支援専門員（障がい）の連携を図るため、相互の制度理解や連携方法を学ぶ研修会 

を開催します。 

 

（10）災害時等における介護サービスの確保対策 

○災害発生時のライフライン確保のため、介護事業所等における非常用自家発電設備や給水設備の

整備を推進します。 

○災害により物資の供給等に支障が生じた場合に備え、入所者及び施設職員の概ね３日間の生活

に必要な食料、飲料水及び生活必需品の備蓄、燃料その他物資の確保等に努めるよう周知を図

ります。 

○介護事業所等への実地指導等の機会を捉え、非常災害対策計画及び避難確保計画の作成状況を

確認するとともに、未作成の事業所等に対しては指導、助言を行います。 

  ○避難先を確保する市町村と介護事業所等の関係者が災害時に連携し、事業所同士が相互支援を

行えるような体制の構築を推進します。 

 

（11）感染症に対する備え 

○高齢者施設へ感染症対策専門家を派遣し、日常の感染防止に向けた事前指導や感染発生時の緊急

対策指導を実施すると共に、派遣指導の内容を県内各施設に対し共有を図ることで、施設におけ

る感染防止に向けた取組み体制を強化します。 

 

○施設内感染発生時の人材確保対策について、県と事業者団体が連携し、高齢者分野と障がい者

分野が一体となった、施設間での相互支援体制を構築します。 

○感染が疑われる者を支援する高齢者施設職員の感染防護対策に必要なガウン、フェイスシール

ド等の衛生資材を備蓄するとともに、必要に応じて各施設に配備を行います。  
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（12）介護サービス量の見込み 

 ○本計画における県内の介護サービス量の見込みは、県から市町村に対して推計の考え方等をヒア

リング等で調整を行い、そのうえで各市町村が推計した数値を積み上げており、積み上げた数字

が県としての計画の数値となります。 

○サービス量の見込みについては、現状のサービス受給者の状況や人口動態を踏まえた推計に加え

て、各市町村・地域の課題やニーズ等に応じて定めますが、本計画では、次の 2点も踏まえて定

めます。 

 

  ①地域医療構想における 2025年の在宅医療・介護等の追加的需要 

○「追加的需要」としての受け皿整備について、市町村介護保険事業計画との整合性を図りな 

がら整備を進めます。 

○医療及び介護の体制整備に向けて、県では各市町村の医療・介護担当者等の関係者による協 

議の場を老人福祉圏域ごとに設置し、地域における在宅医療提供体制や介護施設等の整備を

図ります。 

 

②介護離職ゼロ（介護離職防止） 

○介護離職ゼロに向けて、地域医療介護総合確保基金を活用しながら、介護サービスを支える 

介護人材の確保及び施設サービス等の基盤整備を図ります。 

 

③有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況 

○有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況及び入居定員総数について市

町村との情報共有を図り、適切な規模の施設サービス等の基盤整備を推進します。 
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参考：介護給付等対象サービスの見込量（県計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【県の介護予防サービス、地域密着型介護予防サービス、介護予防支援の利用者数等の推計】 

１．介護予防サービス見込量
（１月あたりの回数、日数、利用者数）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
伸び率①

※１
令和7年度

伸び率①
※２

令和22年度
伸び率①

※２

（１）介護予防サービス
回数（回） 57.9 55.8 58.0 50.2 62.4 66.7 103.0% 71.0 122.4% 83.9 144.7%
人数（人） 12 14 14 11 13 14 90.5% 15 107.1% 18 128.6%
回数（回） 9,805.3 11,152.0 12,127.3 13,479.3 14,048.2 14,823.8 116.4% 15,388.8 126.9% 16,576.1 136.7%
人数（人） 1,196 1,379 1,521 1,655 1,722 1,818 113.9% 1,885 123.9% 2,035 133.8%
回数（回） 2,180.6 2,355.1 2,609.2 2,933.0 3,009.8 3,046.8 114.8% 3,015.1 115.6% 3,230.3 123.8%
人数（人） 229 258 286 326 333 336 116.0% 329 115.0% 349 122.0%

介護予防居宅療養管理指導 人数（人） 544 606 654 721 759 780 115.2% 781 119.4% 849 129.8%
介護予防通所リハビリテーション 人数（人） 2,174 2,392 2,253 2,437 2,484 2,561 110.7% 2,618 116.2% 2,845 126.3%

日数（日） 1,172.5 1,151.8 1,059.4 1,322.6 1,342.9 1,386.2 127.5% 1,330.3 125.6% 1,446.1 136.5%
人数（人） 208 208 173 223 228 234 132.0% 225 130.1% 246 142.2%
日数（日） 129.4 100.2 39.8 80.0 84.3 84.3 208.2% 96.5 242.5% 112.3 282.2%
人数（人） 22 16 10 16 17 17 166.7% 20 200.0% 23 230.0%
日数（日） 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 － 0.0 － 0.0 －
人数（人） 0 0 0 0 0 0 － 0 － 0 －
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 － 0.0 － 0.0 －
人数（人） 0 0 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防福祉用具貸与 人数（人） 8,812 9,463 10,041 10,440 10,776 11,164 107.5% 11,528 114.8% 12,360 123.1%
特定介護予防福祉用具購入費 人数（人） 183 171 198 246 251 258 127.1% 275 138.9% 307 155.1%
介護予防住宅改修 人数（人） 224 229 256 310 325 331 125.8% 349 136.3% 384 150.0%
介護予防特定施設入居者生活介護 人数（人） 184 209 231 246 254 259 109.5% 272 117.7% 291 126.0%

（２）地域密着型介護予防サービス
回数（回） 99.0 86.7 113.0 114.3 128.0 140.3 112.9% 140.3 124.2% 149.4 132.2%
人数（人） 17 15 18 24 27 31 151.9% 31 172.2% 33 183.3%

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数（人） 189 197 188 208 233 236 120.0% 236 125.5% 254 135.1%
介護予防認知症対応型共同生活介護 人数（人） 18 25 26 33 34 34 129.5% 35 134.6% 37 142.3%

（３）介護予防支援 人数（人） 10,884 11,622 12,117 12,601 12,947 13,355 107.0% 13,865 114.4% 14,890 122.9%
※１：第8期平均値/令和2年度の値*100 ※２：令和7,22年度の値/令和2年度の値*100

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護（老健）

介護予防短期入所療養介護（病院等）

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防短期入所療養介護(介護医療
院)

介護予防認知症対応型通所介護

     

                                 資料：第 8 期市町村介護保険事業計画

（H30～R1 は実績値、R2 以降は推計値）（R3 年 3 月推計） 

   



28 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【県の居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、居宅介護支援の利用者数等の推計】 

【県の居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、居宅介護支援の利用者数等の推移】

２．介護サービス見込量
（１月あたりの回数、日数、利用者数）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
伸び率①

※１
令和7年度

伸び率①
※２

令和22年度
伸び率①

※２

（１）居宅サービス
回数（回） 381,107.1 403,352.2 440,689.1 465,680.2 491,386.4 511,372.7 111.1% 527,633.1 119.7% 647,085.4 146.8%
人数（人） 13,392 13,561 13,850 14,433 14,984 15,469 108.0% 16,021 115.7% 19,094 137.9%
回数（回） 5,051 5,018 5,535 5,848.6 6,240.6 6,447.6 111.6% 6,424.1 116.1% 7,929.6 143.3%
人数（人） 980 982 1,062 1,126 1,193 1,232 111.5% 1,228 115.6% 1,513 142.5%
回数（回） 68,731.6 72,265.7 77,751.2 83,917.2 87,844.6 92,063.3 113.1% 94,308.9 121.3% 113,782.3 146.3%
人数（人） 7,187 7,717 8,326 8,905 9,296 9,739 111.9% 9,976 119.8% 11,940 143.4%
回数（回） 11,867.2 11,997.2 12,772.6 14,597.2 15,270.1 15,790.6 119.2% 15,357.4 120.2% 18,262.7 143.0%
人数（人） 1,123 1,116 1,143 1,293 1,347 1,393 117.6% 1,356 118.6% 1,608 140.7%

居宅療養管理指導 人数（人） 10,282 11,160 12,106 12,974 13,617 14,183 112.3% 14,546 120.2% 17,769 146.8%
回数（回） 234,312 240,491 237,710 251,969.2 261,604.7 270,813.4 110.0% 276,521.5 116.3% 325,980.8 137.1%
人数（人） 22,121 22,464 21,999 23,195 23,945 24,699 108.9% 25,237 114.7% 29,581 134.5%
回数（回） 54,000.8 55,346.8 51,605.3 56,592.8 58,637.6 60,694.6 113.6% 61,959.4 120.1% 74,455.9 144.3%
人数（人） 6,296 6,496 6,211 6,721 6,947 7,184 111.9% 7,329 118.0% 8,750 140.9%
日数（日） 88,952.1 88,164.9 86,088.2 93,659.2 97,843.8 101,669.4 113.5% 100,722.3 117.0% 120,466.2 139.9%
人数（人） 7,417 7,379 6,677 7,468 7,739 8,004 115.9% 7,933 118.8% 9,414 141.0%
日数（日） 9,011.5 9,437.8 8,101.0 9,525.5 9,945.6 10,388.7 122.9% 10,504.0 129.7% 12,076.5 149.1%
人数（人） 1,012 1,068 870 1,020 1,059 1,104 122.0% 1,116 128.3% 1,284 147.6%
日数（日） 164.3 155.4 156.4 124.8 145.8 145.8 88.7% 145.8 93.2% 145.8 93.2%
人数（人） 17 15 12 10 11 11 88.9% 11 91.7% 11 91.7%
日数（日） 3.7 0.0 0.0 0.0 4.0 4.0 － 4.0 － 4.0 －
人数（人） 0 0 0 0 1 1 － 1 － 1 －

福祉用具貸与 人数（人） 28,218 29,380 30,639 32,113 33,389 34,582 108.9% 35,577 116.1% 41,895 136.7%
特定福祉用具購入費 人数（人） 423 403 507 564 586 603 115.3% 624 123.1% 737 145.4%
住宅改修費 人数（人） 363 372 394 487 512 531 129.4% 546 138.6% 631 160.2%
特定施設入居者生活介護 人数（人） 1,239 1,290 1,438 1,489 1,580 1,608 108.4% 1,688 117.4% 2,016 140.2%

（２）地域密着型サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人） 116 149 214 263 299 318 137.1% 328 153.3% 363 169.6%
夜間対応型訪問介護 人数（人） 24 22 24 39 41 47 176.4% 36 150.0% 49 204.2%

回数（回） 50,435.6 52,647.5 52,839.0 57,754.2 59,996.8 61,916.1 113.3% 62,801.3 118.9% 73,071.6 138.3%
人数（人） 5,301 5,558 5,530 5,925 6,118 6,294 110.5% 6,393 115.6% 7,422 134.2%
回数（回） 7,941.5 8,592.9 9,541.0 10,520.9 10,962.5 11,733.1 116.0% 11,869.3 124.4% 14,142.2 148.2%
人数（人） 738 801 838 926 959 1,017 115.4% 1,037 123.7% 1,228 146.5%

小規模多機能型居宅介護 人数（人） 1,489 1,495 1,583 1,710 1,866 1,909 115.5% 1,919 121.2% 2,244 141.8%
認知症対応型共同生活介護 人数（人） 4,130 4,160 4,245 4,449 4,554 4,614 106.9% 4,800 113.1% 5,469 128.8%
地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人） 129 123 140 123 145 188 108.6% 189 135.0% 204 145.7%
地域密着型介護老人福祉施設入所者生
活介護

人数（人） 1,126 1,186 1,223 1,306 1,342 1,413 110.7% 1,508 123.3% 1,766 144.4%

看護小規模多機能型居宅介護 人数（人） 189 219 221 248 309 400 144.3% 416 188.2% 471 213.1%

（３）施設サービス
介護老人福祉施設 人数（人） 9,646 9,813 10,040 10,214 10,358 10,494 103.1% 11,323 112.8% 13,037 129.9%
介護老人保健施設 人数（人） 6,346 6,209 6,134 6,222 6,157 6,206 101.0% 6,654 108.5% 7,690 125.4%
介護医療院 人数（人） 22 87 163 322 457 514 264.4% 767 470.6% 831 509.8%
介護療養型医療施設 人数（人） 370 348 330 267 252 208 73.4%

（４）居宅介護支援 人数（人） 43,670 44,834 45,846 47,296 48,859 50,411 106.6% 51,780 112.9% 61,258 133.6%
※１：第8期平均値/令和2年度の値*100 ※２：令和7,22年度の値/令和2年度の値*100

訪問入浴介護

認知症対応型通所介護

訪問介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院等）

短期入所療養介護(介護医療院)

地域密着型通所介護

 

資料：第 8 期市町村介護保険事業計画（H30～R1 は実績値、R2 以降は推計値）（R3 年 3月推計） 
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（13）介護保険施設・介護保険サービス事業所等の整備予定数（着工年度ごとに記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●特別養護老人ホーム（施設数及び定員数）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

20 1,789 0 0 0 20 0 0 0 20 20 1,809

6 310 0 0 0 0 0 0 0 0 6 310

6 486 0 0 0 4 0 0 0 4 6 490

3 200 0 0 0 0 0 0 0 0 3 200

1 100 0 0 1 80 0 0 1 80 2 180

1 80 0 0 0 0 0 0 0 0 1 80

瑞穂市 2 142 0 0 0 0 0 0 0 0 2 142

本巣市 4 328 0 0 0 0 0 0 0 0 4 328

北方町 1 100 0 0 0 0 0 0 0 0 1 100

44 3,535 0 0 1 104 0 0 1 104 45 3,639

9 850 0 0 1 90 1 110 2 200 11 1,050

2 159 0 0 0 0 0 0 0 0 2 159

1 90 0 0 0 0 0 0 0 0 1 90

3 220 0 0 0 0 0 0 0 0 3 220

1 90 0 0 0 0 0 0 0 0 1 90

神戸町 1 60 0 0 0 0 0 0 0 0 1 60

輪之内町 1 60 0 0 0 0 0 0 0 0 1 60

安八町 2 160 0 4 0 10 0 0 0 14 2 174

揖斐川町 3 180 0 0 0 0 0 0 0 0 3 180

大野町 2 100 0 0 0 0 0 0 0 0 2 100

池田町 1 139 0 0 1 29 0 0 1 29 2 168

26 2,108 0 4 2 129 1 110 3 243 29 2,351

8 600 0 0 0 0 0 0 0 0 8 600

3 210 0 0 0 0 0 0 0 0 3 210

2 210 0 0 0 0 0 0 0 0 2 210

4 350 0 0 0 0 0 0 0 0 4 350

4 300 0 0 0 0 0 0 0 0 4 300

1 30 0 0 0 0 0 0 0 0 1 30

1 80 0 0 0 0 0 0 0 0 1 80

1 60 0 0 0 0 0 0 0 0 1 60

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 70 0 0 0 0 0 0 0 0 1 70

1 60 0 0 0 0 0 0 0 0 1 60

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 80 0 0 0 0 0 0 0 0 1 80

27 2,050 0 0 0 0 0 0 0 0 27 2,050

7 570 0 0 0 0 0 0 0 0 7 570

6 529 0 4 0 0 0 15 0 19 6 548

3 210 0 0 0 0 0 0 0 0 3 210

4 310 0 10 0 0 0 10 0 20 4 330

2 200 0 0 0 0 0 0 0 0 2 200

22 1,819 0 14 0 0 0 25 0 39 22 1,858

6 440 0 0 0 0 0 0 0 0 6 440

3 282 0 0 0 0 0 0 0 0 3 282

3 200 0 0 0 0 0 0 0 0 3 200

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

12 922 0 0 0 0 0 0 0 0 12 922

131 10434 0 18 3 233 1 135 4 386 135 10820県合計

飛
騨
圏
域

高山市

飛騨市

下呂市

白川村

計

東
濃
圏
域

多治見市

中津川市

瑞浪市

恵那市

土岐市

計

笠松町

御嵩町

中
濃
圏
域

関市

美濃市

美濃加茂市

可児市

郡上市

坂祝町

計

富加町

川辺町

七宗町

八百津町

白川町

東白川村

西
濃
圏
域

大垣市

海津市

養老町

垂井町

関ケ原町

揖
斐
広
域

計

安
八
広
域

合計8期
市町村名

岐
阜
圏
域

計

も
と
す
広
域

R3 R4 R5
1期～7期

岐阜市

羽島市

各務原市

山県市

岐南町
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●地域密着型特別養護老人ホーム（施設数及び定員数）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

7 203 0 0 0 0 1 29 1 29 8 232

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6 174 0 0 1 29 0 0 1 29 7 203

1 20 0 0 0 0 0 0 0 0 1 20

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

1 20 0 0 0 0 0 0 0 0 1 20

瑞穂市 1 20 0 0 0 0 0 0 0 0 1 20

本巣市 2 45 0 0 0 0 0 0 0 0 2 45

北方町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

19 511 0 0 1 29 1 29 2 58 21 569

2 50 0 0 0 0 0 0 0 0 2 50

3 87 0 0 0 0 0 0 0 0 3 87

2 49 0 0 0 0 0 0 0 0 2 49

1 19 0 0 0 0 0 0 0 0 1 19

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神戸町 2 39 0 0 0 0 0 0 0 0 2 39

輪之内町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

安八町 1 20 0 0 0 0 0 0 0 0 1 20

揖斐川町 1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

大野町 2 58 0 0 0 0 0 0 0 0 2 58

池田町 1 29 0 0 ▲ 1 ▲ 29 0 0 ▲ 1 ▲ 29 0 0

15 380 0 0 ▲ 1 ▲ 29 0 0 ▲ 1 ▲ 29 14 351

2 49 0 0 0 0 0 0 0 0 2 49

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 87 0 0 0 0 0 0 0 0 3 87

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

2 45 0 0 0 0 0 0 0 0 2 45

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8 210 0 0 0 0 0 0 0 0 8 210

2 58 0 0 0 0 0 0 0 0 2 58

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 20 0 0 0 0 0 0 0 0 1 20

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 58 0 0 0 0 0 0 0 0 2 58

5 136 0 0 0 0 0 0 0 0 5 136

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

1 24 0 0 0 0 0 0 0 0 1 24

3 82 0 0 0 0 0 0 0 0 3 82

50 1319 0 0 0 0 1 29 1 29 51 1348

市町村名
1期～7期 8期 合計

R3 R4 R5

岐
阜
圏
域

岐阜市

羽島市

各務原市

山県市

岐南町

笠松町

も
と
す
広
域

計

西
濃
圏
域

大垣市

海津市

養老町

垂井町

関ケ原町

安
八
広
域

揖
斐
広
域

計

中
濃
圏
域

関市

美濃市

美濃加茂市

可児市

郡上市

坂祝町

富加町

川辺町

七宗町

八百津町

白川町

東白川村

御嵩町

計

県合計

土岐市

計

飛
騨
圏
域

高山市

飛騨市

下呂市

白川村

計

東
濃
圏
域

多治見市

中津川市

瑞浪市

恵那市
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●介護老人保健施設（施設数及び定員数）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

15 1,368 0 0 0 0 0 15 0 15 15 1,383

1 100 0 0 0 0 0 0 0 0 1 100

5 362 0 0 -1 -113 0 0 -1 -113 4 249

1 100 0 0 0 0 0 0 0 0 1 100

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 201 0 0 -1 -55 0 0 -1 -55 1 146

瑞穂市 1 120 0 0 0 0 0 0 0 0 1 120

本巣市 1 70 0 0 0 0 0 0 0 0 1 70

北方町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

26 2,321 0 0 -2 -168 0 15 -2 -153 24 2,168

4 423 0 0 0 0 0 0 0 0 4 423

1 100 0 0 0 0 0 0 0 0 1 100

1 100 0 0 0 0 0 0 0 0 1 100

2 130 0 0 0 0 0 0 0 0 2 130

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神戸町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

輪之内町 1 70 0 0 0 0 0 0 0 0 1 70

安八町 0 0 0 0 0 0 1 100 1 100 1 100

揖斐川町 1 59 0 0 0 0 0 0 0 0 1 59

大野町 2 167 0 0 0 0 0 0 0 0 2 167

池田町 1 150 0 0 0 0 0 0 0 0 1 150

13 1,199 0 0 0 0 1 100 1 100 14 1,299

5 315 0 0 0 0 0 0 0 0 5 315

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 294 0 0 0 0 0 0 0 0 3 294

3 316 0 0 0 0 0 0 0 0 3 316

3 190 0 0 0 0 0 0 0 0 3 190

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 100 0 0 0 0 0 0 0 0 1 100

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 16 0 0 0 0 0 0 0 0 1 16

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

18 1,289 0 0 0 0 0 0 0 0 18 1,289

3 300 0 0 0 0 0 0 0 0 3 300

3 290 0 0 0 0 0 0 0 0 3 290

1 170 0 0 0 0 0 0 0 0 1 170

2 195 0 0 0 4 0 0 0 4 2 199

2 200 0 0 0 0 0 0 0 0 2 200

11 1,155 0 0 0 4 0 0 0 4 11 1,159

5 500 0 0 0 0 0 0 0 0 5 500

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 111 0 0 0 0 0 0 0 0 2 111

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7 611 0 0 0 0 0 0 0 0 7 611

75 6575 0 0 -2 -164 1 115 -1 -49 74 6526

市町村名
1期～7期 8期 合計

R3 R4 R5

岐
阜
圏
域

岐阜市

羽島市

各務原市

山県市

岐南町

笠松町

も
と
す
広
域

計

西
濃
圏
域

大垣市

海津市

養老町

垂井町

関ケ原町

安
八
広
域

揖
斐
広
域

計

中
濃
圏
域

関市

美濃市

美濃加茂市

可児市

郡上市

坂祝町

富加町

川辺町

七宗町

八百津町

白川町

東白川村

御嵩町

計

県合計

土岐市

計

飛
騨
圏
域

高山市

飛騨市

下呂市

白川村

計

東
濃
圏
域

多治見市

中津川市

瑞浪市

恵那市
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●介護医療院（施設数及び定員数）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

2 103 0 0 0 0 0 0 0 0 2 103

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 1 113 1 41 2 154 2 154

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 36 0 0 1 55 0 0 1 55 2 91

瑞穂市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

本巣市 1 15 0 0 0 0 0 0 0 0 1 15

北方町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4 154 0 0 2 168 1 41 3 209 7 363

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 56 0 0 0 0 0 0 0 0 1 56

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神戸町 0 0 0 0 1 14 0 0 1 14 1 14

輪之内町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

安八町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

揖斐川町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大野町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

池田町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 56 0 0 1 14 0 0 1 14 2 70

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 50 0 0 0 0 0 1 0 1 1 51

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 50 0 0 0 0 0 1 0 1 1 51

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 58 0 0 0 0 0 0 0 0 1 58

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 58 0 0 0 0 0 0 0 0 1 58

7 318 0 0 3 182 1 42 4 224 11 542県合計

土岐市

計

飛
騨
圏
域

高山市

飛騨市

下呂市

白川村

計

東
濃
圏
域

多治見市

中津川市

瑞浪市

恵那市

中
濃
圏
域

関市

美濃市

美濃加茂市

可児市

郡上市

坂祝町

富加町

川辺町

七宗町

八百津町

白川町

東白川村

御嵩町

計

西
濃
圏
域

大垣市

海津市

養老町

垂井町

関ケ原町

安
八
広
域

揖
斐
広
域

計

岐
阜
圏
域

岐阜市

羽島市

各務原市

山県市

岐南町

笠松町

も
と
す
広
域

計

市町村名
1期～7期 8期 合計

R3 R4 R5
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●認知症高齢者グループホーム（施設数及び定員数）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

55 877 1 18 0 0 0 0 1 18 56 895

13 159 0 0 0 0 0 0 0 0 13 159

20 357 0 3 0 0 0 0 0 3 20 360

4 45 0 0 0 0 0 0 0 0 4 45

4 72 0 0 0 0 0 0 0 0 4 72

2 45 0 0 0 0 0 0 0 0 2 45

瑞穂市 5 81 0 0 0 0 0 0 0 0 5 81

本巣市 4 81 0 0 0 0 0 0 0 0 4 81

北方町 1 27 0 0 0 0 0 0 0 0 1 27

108 1744 1 21 0 0 0 0 1 21 109 1765

20 327 0 0 0 0 1 18 1 18 21 345

5 90 0 0 0 0 0 0 0 0 5 90

5 81 0 0 0 0 0 0 0 0 5 81

4 72 0 0 0 0 0 0 0 0 4 72

1 9 0 0 0 9 0 0 0 9 1 18

神戸町 3 45 0 0 0 0 0 0 0 0 3 45

輪之内町 2 36 0 0 0 0 0 0 0 0 2 36

安八町 1 18 0 0 1 18 0 0 1 18 2 36

揖斐川町 6 99 0 0 0 0 0 0 0 0 6 99

大野町 6 90 0 0 0 0 0 0 0 0 6 90

池田町 7 81 0 0 0 0 0 0 0 0 7 81

60 948 0 0 1 27 1 18 2 45 62 993

17 216 0 0 0 0 0 0 0 0 17 216

3 45 0 0 0 0 0 0 0 0 3 45

6 108 0 0 0 0 0 0 0 0 6 108

10 180 0 0 0 0 0 0 0 0 10 180

5 104 1 18 0 0 0 0 1 18 6 122

2 27 0 0 0 0 0 0 0 0 2 27

1 9 0 0 0 0 0 0 0 0 1 9

1 9 0 0 0 0 0 0 0 0 1 9

1 9 0 0 0 0 0 0 0 0 1 9

1 9 0 0 0 0 0 0 0 0 1 9

1 18 0 0 0 0 0 0 0 0 1 18

1 9 0 0 0 0 0 0 0 0 1 9

2 26 0 0 0 0 0 0 0 0 2 26

51 769 1 18 0 0 0 0 1 18 52 787

11 195 0 0 2 36 0 0 2 36 13 231

14 207 1 18 0 0 0 0 1 18 15 225

6 81 0 0 0 0 0 0 0 0 6 81

11 162 0 0 0 0 0 0 0 0 11 162

7 108 0 0 0 0 0 0 0 0 7 108

49 753 1 18 2 36 0 0 3 54 52 807

8 69 0 0 1 9 0 0 1 9 9 78

9 99 0 0 0 0 0 0 0 0 9 99

6 99 0 0 0 0 0 0 0 0 6 99

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

23 267 0 0 1 9 0 0 1 9 24 276

291 4481 3 57 4 72 1 18 8 147 299 4628県合計

土岐市

計

飛
騨
圏
域

高山市

飛騨市

下呂市

白川村

計

東
濃
圏
域

多治見市

中津川市

瑞浪市

恵那市

中
濃
圏
域

関市

美濃市

美濃加茂市

可児市

郡上市

坂祝町

富加町

川辺町

七宗町

八百津町

白川町

東白川村

御嵩町

計

西
濃
圏
域

大垣市

海津市

養老町

垂井町

関ケ原町

安
八
広
域

揖
斐
広
域

計

岐
阜
圏
域

岐阜市

羽島市

各務原市

山県市

岐南町

笠松町

も
と
す
広
域

計

市町村名
1期～7期 8期 合計

R3 R4 R5
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●介護専用型特定施設入居者生活介護（施設数及び定員数）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

3 100 0 0 0 0 0 0 0 0 3 100

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

瑞穂市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

本巣市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

北方町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 100 0 0 0 0 0 0 0 0 3 100

1 33 0 0 0 0 0 0 0 0 1 33

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神戸町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

輪之内町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

安八町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

揖斐川町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大野町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

池田町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 33 0 0 0 0 0 0 0 0 1 33

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 30 -1 -30 0 0 0 0 -1 -30 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 30 -1 -30 0 0 0 0 -1 -30 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 163 -1 -30 0 0 0 0 -1 -30 4 133

市町村名
1期～7期 8期 合計

R3 R4 R5

岐
阜
圏
域

岐阜市

羽島市

各務原市

山県市

岐南町

笠松町

も
と
す
広
域

計

西
濃
圏
域

大垣市

海津市

養老町

垂井町

関ケ原町

安
八
広
域

揖
斐
広
域

計

中
濃
圏
域

関市

美濃市

美濃加茂市

可児市

郡上市

坂祝町

富加町

川辺町

七宗町

八百津町

白川町

東白川村

御嵩町

計

県合計

土岐市

計

飛
騨
圏
域

高山市

飛騨市

下呂市

白川村

計

東
濃
圏
域

多治見市

中津川市

瑞浪市

恵那市
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●地域密着型特定施設入居者生活介護（施設数及び定員数）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

2 58 0 0 0 0 0 0 0 0 2 58

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 58 0 0 0 0 1 29 1 29 3 87

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

瑞穂市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

本巣市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

北方町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4 116 0 0 0 0 1 29 1 29 5 145

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神戸町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

輪之内町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

安八町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

揖斐川町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大野町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

池田町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 145 0 0 0 0 1 29 1 29 6 174

市町村名
1期～7期 8期 合計

R3 R4 R5

岐
阜
圏
域

岐阜市

羽島市

各務原市

山県市

岐南町

笠松町

も
と
す
広
域

計

西
濃
圏
域

大垣市

海津市

養老町

垂井町

関ケ原町

安
八
広
域

揖
斐
広
域

計

中
濃
圏
域

関市

美濃市

美濃加茂市

可児市

郡上市

坂祝町

富加町

川辺町

七宗町

八百津町

白川町

東白川村

御嵩町

計

県合計

土岐市

計

飛
騨
圏
域

高山市

飛騨市

下呂市

白川村

計

東
濃
圏
域

多治見市

中津川市

瑞浪市

恵那市
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●混合型特定施設入居者生活介護（施設数及び定員数）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

4 225 0 0 0 0 0 0 0 0 4 225

1 10 0 0 0 0 0 0 0 0 1 10

3 100 0 0 0 0 0 0 0 0 3 100

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 45 0 0 0 0 0 0 0 0 1 45

1 36 0 0 0 0 0 0 0 0 1 36

瑞穂市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

本巣市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

北方町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 416 0 0 0 0 0 0 0 0 10 416

3 128 0 0 0 0 0 0 0 0 3 128

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神戸町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

輪之内町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

安八町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

揖斐川町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大野町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

池田町 1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

4 178 0 0 0 0 0 0 0 0 4 178

4 115 0 0 0 0 0 0 0 0 4 115

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 36 0 0 0 0 0 0 0 0 1 36

1 42 0 0 0 0 0 0 0 0 1 42

2 42 0 0 0 0 0 0 0 0 2 42

1 80 0 0 0 0 0 0 0 0 1 80

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9 315 0 0 0 0 0 0 0 0 9 315

5 321 0 0 0 0 0 0 0 0 5 321

2 130 1 30 0 0 0 0 1 30 3 160

1 30 0 10 0 0 0 0 0 10 1 40

1 30 0 0 0 0 0 0 0 0 1 30

1 30 0 0 0 0 0 0 0 0 1 30

10 541 1 40 0 0 0 0 1 40 11 581

2 97 0 0 1 20 0 0 1 20 3 117

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 97 0 0 1 20 0 0 1 20 3 117

35 1547 1 40 1 20 0 0 2 60 37 1607

市町村名
1期～7期 8期 合計

R3 R4 R5

岐
阜
圏
域

岐阜市

羽島市

各務原市

山県市

岐南町

笠松町

も
と
す
広
域

計

西
濃
圏
域

大垣市

海津市

養老町

垂井町

関ケ原町

安
八
広
域

揖
斐
広
域

計

中
濃
圏
域

関市

美濃市

美濃加茂市

可児市

郡上市

坂祝町

富加町

川辺町

七宗町

八百津町

白川町

東白川村

御嵩町

計

県合計

土岐市

計

飛
騨
圏
域

高山市

飛騨市

下呂市

白川村

計

東
濃
圏
域

多治見市

中津川市

瑞浪市

恵那市



37 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

●養護老人ホーム（施設数及び定員数）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

2 200 0 0 0 0 0 0 0 0 2 200

1 40 0 0 0 0 0 0 0 0 1 40

1 54 0 0 0 0 0 0 0 0 1 54

1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

瑞穂市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

本巣市 1 60 0 0 0 0 0 0 0 0 1 60

北方町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6 404 0 0 0 0 0 0 0 0 6 404

1 70 0 0 0 0 0 0 0 0 1 70

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 80 0 0 0 0 0 0 0 0 1 80

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神戸町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

輪之内町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

安八町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

揖斐川町 1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

大野町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

池田町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 200 0 0 0 0 0 0 0 0 3 200

1 44 0 0 0 0 0 0 0 0 1 44

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 30 0 0 0 0 0 0 0 0 1 30

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

5 224 0 0 0 0 0 0 0 0 5 224

1 40 0 0 0 0 0 0 0 0 1 40

1 45 0 0 0 0 0 0 0 0 1 45

1 30 0 -12 0 0 0 0 0 -12 1 18

1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

5 215 0 -12 0 0 0 0 0 -12 5 203

1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 150 0 0 0 0 0 0 0 0 3 150

22 1193 0 -12 0 0 0 0 0 -12 22 1181

市町村名
1期～7期 8期 合計

R3 R4 R5

岐
阜
圏
域

岐阜市

羽島市

各務原市

山県市

岐南町

笠松町

も
と
す
広
域

計

西
濃
圏
域

大垣市

海津市

養老町

垂井町

関ケ原町

安
八
広
域

揖
斐
広
域

計

中
濃
圏
域

関市

美濃市

美濃加茂市

可児市

郡上市

坂祝町

富加町

川辺町

七宗町

八百津町

白川町

東白川村

御嵩町

計

県合計

土岐市

計

飛
騨
圏
域

高山市

飛騨市

下呂市

白川村

計

東
濃
圏
域

多治見市

中津川市

瑞浪市

恵那市
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●軽費老人ホーム（施設数及び定員数）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

12 420 0 0 0 0 0 0 0 0 12 420

1 15 0 0 0 0 0 0 0 0 1 15

5 159 0 0 0 0 1 29 1 29 6 188

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

瑞穂市 1 15 0 0 0 0 0 0 0 0 1 15

本巣市 1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

北方町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20 659 0 0 0 0 1 29 1 29 21 688

4 160 0 0 0 0 0 0 0 0 4 160

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 40 0 0 0 0 0 0 0 0 1 40

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神戸町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

輪之内町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

安八町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

揖斐川町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大野町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

池田町 1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

6 250 0 0 0 0 0 0 0 0 6 250

3 106 0 0 0 0 0 0 0 0 3 106

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 15 0 0 0 0 0 0 0 0 1 15

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 20 0 0 0 0 0 0 0 0 1 20

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6 191 0 0 0 0 0 0 0 0 6 191

3 114 0 0 0 0 0 0 0 0 3 114

1 16 0 0 0 0 0 0 0 0 1 16

1 30 0 10 0 0 0 0 0 10 1 40

1 20 0 0 0 0 0 0 0 0 1 20

1 30 0 0 0 0 0 0 0 0 1 30

7 210 0 10 0 0 0 0 0 10 7 220

1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 100 0 0 0 0 0 0 0 0 2 100

41 1410 0 10 0 0 1 29 1 39 42 1449

市町村名
1期～7期 8期 合計

R3 R4 R5

岐
阜
圏
域

岐阜市

羽島市

各務原市

山県市

岐南町

笠松町

も
と
す
広
域

計

西
濃
圏
域

大垣市

海津市

養老町

垂井町

関ケ原町

安
八
広
域

揖
斐
広
域

計

中
濃
圏
域

関市

美濃市

美濃加茂市

可児市

郡上市

坂祝町

富加町

川辺町

七宗町

八百津町

白川町

東白川村

御嵩町

計

県合計

土岐市

計

飛
騨
圏
域

高山市

飛騨市

下呂市

白川村

計

東
濃
圏
域

多治見市

中津川市

瑞浪市

恵那市
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●定期巡回・随時対応型訪問介護看護（施設数及び定員数）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

6 1 0 0 1 7

1 0 0 0 0 1

1 0 0 0 0 1

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

瑞穂市 0 0 0 0 0 0

本巣市 0 0 0 0 0 0

北方町 1 0 0 0 0 1

9 1 0 0 1 10

1 0 0 1 1 2

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

神戸町 0 0 0 0 0 0

輪之内町 0 0 0 0 0 0

安八町 0 0 0 0 0 0

揖斐川町 0 0 0 0 0 0

大野町 0 0 0 0 0 0

池田町 0 0 0 0 0 0

1 0 0 1 1 2

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 1

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 1

0 1 0 0 1 1

1 0 0 0 0 1

0 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 2

0 0 0 0 0 0

3 1 0 0 1 4

1 0 0 0 0 1

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 1

15 2 0 1 3 18県合計

土岐市

計

飛
騨
圏
域

高山市

飛騨市

下呂市

白川村

計

東
濃
圏
域

多治見市

中津川市

瑞浪市

恵那市

中
濃
圏
域

関市

美濃市

美濃加茂市

可児市

郡上市

坂祝町

富加町

川辺町

七宗町

八百津町

白川町

東白川村

御嵩町

計

西
濃
圏
域

大垣市

海津市

養老町

垂井町

関ケ原町

安
八
広
域

揖
斐
広
域

計

岐
阜
圏
域

岐阜市

羽島市

各務原市

山県市

岐南町

笠松町

も
と
す
広
域

計

市町村名
1期～7期 8期 合計

R3 R4 R5
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●小規模多機能型居宅介護（施設数及び定員数）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

21 597 0 0 1 29 0 0 1 29 22 626

3 79 0 0 0 0 0 0 0 0 3 79

8 220 0 0 0 0 0 0 0 0 8 220

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 58 0 0 0 0 0 0 0 0 2 58

瑞穂市 1 24 0 0 0 0 0 0 0 0 1 24

本巣市 2 58 0 0 0 0 0 0 0 0 2 58

北方町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

38 1,065 0 0 1 29 0 0 1 29 39 1,094

8 203 0 0 0 0 1 25 1 25 9 228

1 25 0 0 0 0 0 0 0 0 1 25

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神戸町 1 25 0 0 0 0 0 0 0 0 1 25

輪之内町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

安八町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

揖斐川町 1 25 0 0 0 0 0 0 0 0 1 25

大野町 1 25 0 0 0 0 0 0 0 0 1 25

池田町 1 24 0 0 0 0 0 0 0 0 1 24

14 356 0 0 0 0 1 25 1 25 15 381

5 124 0 0 0 0 0 0 0 0 5 124

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 54 0 0 0 0 0 0 0 0 2 54

2 50 0 0 0 0 0 0 0 0 2 50

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 257 0 0 0 0 0 0 0 0 10 257

3 78 0 0 0 0 0 0 0 0 3 78

3 74 0 0 0 0 1 29 1 29 4 103

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

4 116 0 0 0 0 0 0 0 0 4 116

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

11 297 0 0 0 0 1 29 1 29 12 326

8 220 0 0 0 0 0 0 0 0 8 220

1 18 0 0 0 0 0 0 0 0 1 18

2 54 0 0 0 0 0 0 0 0 2 54

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

11 292 0 0 0 0 0 0 0 0 11 292

84 2267 0 0 1 29 2 54 3 83 87 2350県合計
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●看護小規模多機能型居宅介護（施設数及び定員数）

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

1 29 0 0 1 29 1 29 2 58 3 87

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 18 0 0 0 0 0 0 0 0 1 18

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

瑞穂市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

本巣市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

北方町 1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

3 76 0 0 1 29 1 29 2 58 5 134

3 56 0 0 0 0 1 20 1 20 4 76

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 1 29 0 0 0 0 1 29 1 29

神戸町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

輪之内町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

安八町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

揖斐川町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大野町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

池田町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 56 1 29 0 0 1 20 2 49 5 105

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

1 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 58 0 0 0 0 0 0 0 0 2 58

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 1 29 1 29 1 29

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 58 0 0 0 0 0 0 0 0 2 58

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 58 0 0 0 0 1 29 1 29 3 87

2 49 0 0 0 0 0 0 0 0 2 49

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 49 0 0 0 0 0 0 0 0 2 49

12 297 1 29 1 29 3 78 5 136 17 433県合計
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第 3 節 高齢者が活躍できる社会の実現 

１ 高齢者の生きがい・健康づくりの推進 

 

【主な施策】 

（1） 多様な社会参加活動と就労の促進 

① 高齢者の社会参加・生きがいづくりの支援 

○「高齢者生きがいづくり応援窓口」において、高齢者の社会参加に係る情報を集約し、社会参

加・生きがいづくりに関する相談へのワンストップでの対応、ホームページによる高齢者関連

事業の情報発信を行います。 

○市町村が実施する高齢者の社会参加及び生きがいづくりの推進を目的とした事業に対し、支援

します。 

   ○高齢者等を対象に、近隣住民の生活上の困りごとを手助けする生活支援ボランティア養成講座

を開催するとともに、市町村社会福祉協議会、生活支援コーディネーター等との連携を図るた

め地域交流会を開催します。 

   ○市町村老人クラブ連合会及び単位老人クラブの活動費に対する補助金について、生きがいづく

り事業に取り組む老人クラブに重点配分します。 

 

② 高齢者の就労促進 

○岐阜県シルバー人材センター連合会や労使関係者、金融機関等と連携して、働き手となる高齢

者の発掘・育成、働く意欲のある高齢者と高齢者雇用に意欲的な企業とのマッチング、高齢者

の就業先の開拓・雇用環境整備に対する支援を一体的に実施します。 

 

③ シルバー人材センターの活動 

○シルバー事業を全県的に展開し、事業の一層の拡大・会員の能力開発等を行う（公社）岐阜県

シルバー人材センター連合会の活動を支援するため、運営費に対する補助を行い、シニア人材

の就業先の開拓を通じて高齢者が活躍できる機会を拡大し、人手不足解消と活力ある地域社会

の形成を図ります。 

 

④ 就農支援 

○県内外で就農相談会やセミナーを開催し、定年を契機にＵターン等により就農を希望する者の

掘り起こしを図ります。 

○関係機関と連携し、就農意欲の喚起や農業の基礎知識を学ぶ講座、農業技術を実践的に学ぶ研

修会を開催し、就農希望者の技術習得を支援します。 

 

 

第４章 施策の展開 
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⑤ 園芸福祉活動 

○新たな園芸福祉サポーターの人材確保や活動促進のため、定年退職者などの 60 歳以上の高年

齢者の加入促進や、福祉系大学と連携し、学生サポーター養成講座を開催します。 

○認定後は、活動が活発な施設の取組み事例を学び、新たな知識を身に着けることができるフ

ォローアップ研修を行い、サポーターの資質向上を図ります。 

○園芸福祉活動を取り入れることが期待される福祉施設等について、それぞれの施設がどのよ

うな活動を望んでいるのか把握し、サポーターの活動範囲の拡大を図ります。 

 

⑥ ボランティア活動の充実 

○地域におけるボランティア活動の拠点であるボランティアセンターの機能の強化と、ボランテ

ィア活動に対する取組を支援します。 

 

⑦ 学校・地域に係る地域社会活動 

○地域の高齢者や保護者など幅広い地域住民や企業・団体等の参画により、学校、家庭、地域が 

連携・協働して、地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支え、地域を創生する活動を推進

するため、地域と学校をつなぐ地域学校協働活動推進員の配置や基盤となる地域学校協働本部

の活動を推進します。 

○放課後等の子どもの安全・安心な居場所を設け、高齢者を含む地域住民の参画を得ながら、学

習やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等を行う取組を支援します。 

○高齢者の方々など多様な経験を有する地域の人材が子育て支援分野の事業に従事していただ

くことを目的とした「子育て支援員研修」を実施します。 

○様々な分野で活躍し退職を迎えた方々の豊かな経験・知識・技能を教育の現場で活かすこと 

を目的に、教員免許状を所有し、教育に熱意を持った人材に「岐阜県教育人材バンク」へ登録 

を促し、県内の小・中・高・特別支援学校において常勤講師等として勤務してもらうための 

取組みを継続的に推進します。 

 

（2）老人クラブ活動の振興 

○県老人クラブ連合会が実施する作品コンクールや芸能大会などを通じた生きがいづくり、軽ス

ポーツ大会による健康づくりなど、広く高齢者の方々の生活の健全化や福祉の増進を図る取組

みを支援します。 

 

○老人クラブが行う子どもの見守り活動や環境美化活動、交通安全運動など、地域貢献活動を支

援します。 

   ○老人クラブが地域のひとり暮らしや寝たきりの高齢者の家庭を訪問し、家事援助等を行う高齢

者相互支援活動を支援します。 

   ○県老人クラブ連合会による、老人クラブ活性化に向けた取組について県民に周知するなどし、

取組を支援します。 

 

（3）スポーツ・文化活動の振興  

①地域スポーツの推進 

○スポーツを核とした豊かな地域コミュニティを創り出すことができる総合型地域スポーツク

ラブを創設・育成する支援事業を実施します。 
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○総合型地域スポーツクラブの運営には、専門知識を有する人材が不可欠であるため、アシス

タントマネジャー資格取得のための養成講習会を実施するとともに、資格取得に対して支援し

ます。 

 

②レクリエーション活動の推進 

○平成 29年度から、「ぎふ清流レクリエーションフェスティバル」を毎年開催し、誰もが気軽に

楽しめ、交流を深めることができるレクリエーションの素晴らしさを発信します。 

○レクリエーションに親しむための行動計画を作成し、実践する団体・学校・企業等を認定して

いる「レクリエーション推進団体」に対し、レクリエーション用具を活用するためのセミナー

を実施します。 

○幼児や児童生徒、高齢者、障がい者等あらゆる世代や分野の方がレクリエーションの機会に触

れ合う機会を創出するため、レクリエーション指導者派遣を実施するほか、レクリエーション

指導者向けの講習会を開催するなど、レクリエーションを通じた健康長寿を推進します。 

 

 ③第 33回全国健康福祉祭（ねんりんピック岐阜２０２１）の開催 

○第 33回全国健康福祉祭（ねんりんピック岐阜２０２１）の開催を通じて、1人でも多くの高齢

者の方が、スポーツや文化、芸術、ボランティア活動等に取り組む契機となるよう、大会開催

周知に加え、健康・生きがいづくりに対する機運をさらに高めていきます。 

○県民の健康寿命を伸ばすための取組みとして、県民の健康増進、高齢者の活躍、レクリエーシ

ョンを通じた生きがい・健康づくりを全県的に推進します。 

 

（4）生涯学習の推進 

○生涯学習による学びの成果を地域課題の解決に役立てる、「地域づくり型生涯学習」講座を開

催する市町村・生涯学習施設等を支援することで、「地域づくり型生涯学習」の推進を図り、地

域住民が地域づくり活動へ踏み出すきっかけを作るとともに、地域人材が活躍できる環境を整

備します。 

○生涯学習に関する活動団体や指導者情報、ボランティア募集情報、活動事例・モデル事例の

ノウハウを集約し、県ホームページ等で提供します。 

 

（5）県民意識の高揚 

○長寿を祝福し、長寿の素晴らしさをＰＲすることにより、高齢者福祉に対する県民の理解を深

め、高齢者が自らの生活の向上に努められるよう、引き続き「老人の日・老人週間」の啓発や、

長く社会の発展に寄与された高齢者を顕彰します。 

 

（6）健康づくり・生活習慣病予防対策の推進 

○県民一人ひとりが健康を意識し、生活習慣の基礎ができる子どもを含め、若い世代から健康

づくりを実践できるように普及啓発や環境整備を行います。 

○特定健康診査・特定保健指導、がん検診等の定期受診を促し、生活習慣病の予防・改善、病

気の早期発見・早期治療、重症化予防にかかる啓発に努めるとともに、生活習慣病の改善や

適切な治療体制の構築を図ります。 

○高齢者の方に対する食生活改善教室や低栄養予防教室の開催等を通じて、健康的な食生活を

推進します。 
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○高齢者の健康づくりや介護予防において、特定健康診査・特定保健指導や介護保険などのデ

ータを有する市町村とも連携しながら、実効的なデータヘルス※1の推進を図ることで、身近

な環境で予防・健康管理・重症化予防に取組める環境の整備を進めます。 

  ※1 データヘルス 

   特定健康診査（特定健診）や診療報酬明細書（レセプト）などのデータ化された健康医療情報を

医療保険者が分析した上で行う、加入者の健康状態に即した効果的・効率的な予防・健康づくり

の取組みです。 

 

（7）歯科疾患の予防及び口腔機能の維持・向上 

○高齢者の歯科疾患予防、口腔機能管理を推進するため、歯科医療関係者を対象にオーラルフレイ

ルや口腔機能管理等に関する研修会を実施します。 

○市町村等での歯周病検診・歯科保健指導の実施やその受診率の向上を促進します。 

○自分の歯で何でも食べられるよう、定期的に歯科を受診し、咀嚼機能や歯周病のチェック 

を受ける等、かかりつけ歯科医を持つことを推進します。 

○県民の生涯にわたる歯・口腔の健康づくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、歯 

科口腔保健に係る総合的な窓口として、口腔保健支援センターにおいて情報提供を行います。 

  



46 
 

 

２ 安心して暮らせる生活環境の整備 

 

【主な施策】 

（1）高齢者の権利擁護への取組み 

 ①成年後見制度等の利用促進 

○住み慣れた地域・在宅での自立した生活を支援していくため、県社会福祉協議会による、判断能

力が十分でない方の財産や権利を擁護する体制の定着と充実に向けた日常生活自立支援事業へ

の取組みを支援します。 

○県社会福祉協議会に設置している「岐阜県成年後見・福祉サービス利用支援センター」における、

成年後見制度利用促進に向けた取組を支援するとともに、圏域ごとに成年後見制度に係る現状や

課題の共有、関係機関との連携を図る会議を開催し、市町村における成年後見制度利用促進の体

制整備を支援します。 

 

②高齢者虐待の防止 

○平成 31年に開設した「岐阜県高齢者権利擁護センター」において、高齢者虐待への一義的な責任

を担う市町村及び地域包括支援センターからの高齢者虐待防止・権利擁護対応に関する相談対応

を行い、虐待対応の更なる充実が図られるよう、市町村等の支援を行います。 

○市町村及び地域包括支援センターの職員が養護者による高齢者虐待に迅速かつ適切に対応でき

る技術を得られるよう研修会を開催し、担当職員の資質向上を図ります。 

○市町村が高齢者虐待事案について検討を行う際に、専門的な知見から助言が得られるよう、弁護

士と社会福祉士で構成される高齢者虐待等に関する支援チームを派遣します。 

○養介護施設従事者などに対する研修等を実施し、法の内容の更なる周知徹底を図るとともに、高

齢者虐待防止の徹底と介護サービスの質の向上を図ります。 

○高齢者に対する差別や偏見の解消、虐待防止を図るため、人権啓発指導員による「高齢者の人権

等」に関する人権啓発出前講座の実施、各種啓発事業の機会におけるパンフレットの配布、イン

ターネット、新聞等の広報媒体を活用した啓発活動を推進します。 

 

（2）防犯・防火対策・交通安全 

 ①防犯対策 

○安全・安心まちづくりボランティア及び安全安心まちづくりフレンドリー企業の登録・支援を実

施するとともに、出前講座や高齢者世帯訪問事業など各種啓発事業を実施し、高齢者に対する犯

罪の未然防止及び防犯意識の啓発を図ります。 

○消費生活、防犯、交通安全など、県民の日常生活により身近な「暮らしの安全」に係る情報を掲

載した「カレンダー」を作成して、交通安全指導員等による高齢者世帯訪問や、自治会や地域団

体を対象とした出前講座で配布します。 

 

○高齢消費者被害の未然防止と早期発見を図るため、高齢者と接点が多い事業者や、ケアマネジャ

ー等の見守り人材等と連携し啓発を行います。また、高齢者見守り人材に対し出前講座を実施す

ることで、高齢者への声掛けや注意喚起など見守り活動に対する協力を依頼します。 

○高齢者に対する見守り活動の充実を図るため、市町村及び地域の関係者が連携した消費者安全確

保地域協議会（見守りネットワーク）の設置推進を図ります。 
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○県警では、あらゆる広報媒体を利用して、ニセ電話詐欺の手口や被害防止対策等を広報するとと

もに、関係機関と連携した出前講座、防犯講話等を実施します。 

 

 ②防火対策 

○住宅用火災警報器の奏功事例や、警報器の有効性について啓発活動を行います。 

また、令和 3年 6月には住宅用火災警報器の設置義務化から新築住宅は 15年、既存住宅は 10年

が経過するため、火災時における適切な作動を確保する観点から、設置された住宅用火災警報器

の定期的な点検と、設置から 10 年以上経過している住宅用火災警報器については本体の交換を

推奨するなど、適切な維持管理について啓発活動を行います。 

 

 ③交通安全対策 

○高齢者の関係する交通事故の発生が多い地区等に「高齢者交通安全大学校」を開校し、交通安

全教育指針に基づいた参加・体験・実践型の交通安全教育を１年間を通じて集中的・継続的に

実施し、地域における高齢者の身近な交通安全指導者を育成するとともに、交通安全意識の高

揚を図る高齢者に対する総合的な交通安全対策を推進します。 

  ○指定自動車教習所において、65歳以上の普通免許を有する高齢者を対象とした高齢運転者実技

講習（シルバー・ドライビング・スクール）や原則、運転免許を保有しない高齢者を対象とし

た高齢歩行者等実技講習（シルバー・セーフティ・スクール）を実施します。 

○警察署管轄区域内の各小学校区内に居住するエリア・アドバイザーと、警察署管轄区域内で業務

上活動するワーキング・アドバイザーを委嘱し、高齢者に対する家庭訪問による交通安全個別指

導及び各種会合において助言等を行うとともに、靴や杖等の日常品に反射材を直接貼付する活動

を行うなど、高齢者被害の交通事故防止活動を実施します。 

○運転免許の自主返納後における不安の解消のため、自主返納を検討中または自主返納をした高

齢者及びその家族等から、認知症の診断ができる医療機関や生活支援の相談を受けた場合にお

いて、当該高齢者の住所地を管轄する地域包括支援センター等の教示や当該高齢者の同意に基

づく同支援センターへの情報提供を行います。 

○加齢に伴う身体機能の低下等を踏まえた安全運転の継続に必要な助言・指導を行うほか、運転免 

許証の自主返納制度や自主返納者に対する各種支援施策の教示を行います。 

○交通安全、防犯、消費者被害の防止をテーマとした、高齢者を対象とした出前講座の実施や自

転車シミュレータを活用した参加体験型出前講座を実施します。 

○高齢者が関係した人身交通事故発生状況をもとに「高齢者交通事故防止対策重点地域」を指定

し、県、警察、指定自治体、関係機関・団体が連携し、高齢者に対する総合的かつ集中的な交

通事故防止対策を実施します。 

 

（3）災害時支援 

①地域における避難支援体制の整備 

  ○避難行動要支援者名簿の作成及び名簿情報をもとにした市町村、民生委員、地域住民など地域の

関係機関の連携による実効性のある避難がなされるよう支援し、災害時における高齢者等の避難

支援体制の構築を働きかけます。 

○清流の国ぎふ防災リーダーの育成、災害図上訓練（ＤＩＧ）、避難所運営ゲーム（ＨＵＧ）の実施

等により、高齢者等の要配慮者の避難誘導、情報伝達、救助等の担い手の育成を支援します。 
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○防災課職員や県事務所防災担当職員で構成した「市町村防災アドバイザーチーム」により市町村

を個別訪問し、名簿の適切な更新や個別計画の策定及び避難確保計画の作成を推進します。 

○市町村に対する福祉避難所実態調査を実施するとともに、個別ヒアリングや研修会の開催等によ

る福祉避難所指定促進・充実強化に向けた助言・支援等を実施します。 

○岐阜ＤＣＡＴ隊員の育成及び資質向上を図るための階層別研修や、市町村と共同した実地訓練の

実施を通じ、岐阜ＤＣＡＴの更なる実効性の確保に向けた取組みを推進します。 

○災害時の多様なニーズに対応するため、災害ボランティアセンターの設置・運営に関する取組み

を支援するとともに、ボランティアをコーディネートできる人材を育成します。 

 

（4）安全・安心なまちづくり 

 ①福祉のまちづくり 

○道路・歩道において、歩行空間の確保や段差・勾配の改善等、交通安全施設整備等を推進すると

ともに、各県有施設において、トイレの洋式化や多目的トイレの改修、その他バリアフリー化を

進めます。 

○福祉のまちづくり条例において不特定多数の人が利用する建築物等については、一定規模以上の

新築・増築等をする場合は事前届出を義務付け、整備基準に適合しない場合等は必要な指導及び

助言を行います。 

○介助を要する高齢者などが気軽に外出し、各種の行事等に参加する機会を提供することを通し、

社会参加の促進及び自立の支援を図るため、県有リフトバス「ながら号」の運行を行います。 

○車椅子使用者用駐車区画の適正な利用や、プラスワン区画を確保するため、「ぎふ清流おもいや

り駐車場利用証制度」を推進します。 

 

 ②高齢者の移動手段の確保、移動等の円滑化 

○地域に必要なバス路線の維持確保を図るため、乗合バス事業者が運行する広域幹線的なバ 

ス路線について、運行に係る欠損額、及び導入するノンステップバス車両等の減価償却費 

に対し補助します。 

○交通不便地等の生活交通として必要な市町村自主運行バスの運行に伴う欠損額に対し補 

助し、市町村の財政的負担を軽減します。 

○バリアフリー法に基づき、鉄道事業者が鉄道駅のバリアフリー化事業を実施する際に、基本構想

策定市町村が鉄道事業者に補助する場合、該当市町村に対し補助額の一部を支援します。 

 

（5）高齢者の居住の安定確保 

○県では、高齢者が安全、安心に暮らせる住まいの確保のため、需要と供給のバランスを考慮しつ

つ、民間事業者等に対して、高齢者向け住宅や高齢者施設の整備に対する国の補助制度等の周知

を図り、サービス付き高齢者向け住宅の供給を促進します。 

○サービス付き高齢者向け住宅に対するチェック機能については、登録制度の的確な運用に努め

るほか、各サービス付き高齢者向け住宅が提供しているサービスにかかる個別・具体的な情報

発信に取り組みます。 

○高齢期も安心して暮らし続けられるよう、住宅の耐震化・バリアフリー化を進めます。 

○新たな住宅セーフティネット制度の普及・促進を図るとともに、岐阜県居住支援協議会※を通じ

て、不動産関係団体や居住支援団体等との連携強化を進めることで、高齢者が円滑に民間賃貸住

宅へ入居できる環境の整備を図ります。 
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○公営住宅のストックの改修を計画的に進め、真に住宅に困窮する高齢者世帯に対して、公平・的

確な公営住宅等の供給を行います。また、県営住宅における優先入居枠の設定や所得要件の緩和

等により高齢者世帯の居住の安定確保を図ります。 

※ 岐阜県居住支援協議会 

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、住宅確保要配慮者及び民間

賃貸住宅の賃貸人に対し、必要な支援を実施するため「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供

給の促進に関する法律」の規定に基づき、平成 24年に設立しています。 

住宅確保要配慮者又は民間賃貸住宅の賃貸人に対する情報提供等の支援、住宅確保要配慮者の民

間賃貸住宅への円滑な入居に係る必要な支援策等の協議・実施などを主な活動としています。 

 

（6）福祉用具等の製品化への支援・開発 

○県内福祉器具メーカーや福祉施設等と連携して研究を進め、新たな福祉機器及び介護関連製品の

開発と実用化に取り組みます。 

○高齢者福祉施設等において実態調査を行うことにより、現状の問題点や利用者ならびに介護者の

ニーズを的確に把握し、それに添った生活用品の開発を支援します。 

○企業のモノづくり技術を生かした医療福祉機器の開発について、モノづくり企業が医療福祉機

器分野へ事業展開する際の様々な相談に対する専門家の派遣や人材育成、製品開発に必要な現

場ニーズ等の情報提供、現場とのマッチング、試作品の開発や販路の開拓等を支援します。 

 

（7）地域共生社会づくりの推進 

 ①市町村における包括的な支援体制整備の取組みへの支援 

○相談支援機関及び市町村の職員を対象に、相談者が抱える課題の把握、支援機関との連絡調整等

を行う相談支援コーディネーター養成研修を実施します。 

 

 ②地域の絆づくり 

○ぎふ地域の絆づくり支援センターを拠点に、地域活動に関する情報提供や地域団体の活動支援等、

地域の絆づくりを総合的に推進します。 

〇自ら地域づくり活動を実践できる人材を養成するため、市町村と連携して「地域づくり人材養成

講座」を実施します。 

 

③ＮＰＯの自立・発展 

○「ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ」において、ＮＰＯの組織基盤強化に必要な組織運営、経営・経

理、資金調達、広報等の課題に対するセミナーを開催するとともに、行政や企業等との連携を促

進する機会を提供します。 

○「ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ」において、ＮＰＯ活動に参加意欲を有する県民等に対し、ＮＰ

Ｏ情報の提供、相談対応、社会貢献活動参加へのきっかけづくり、県民とＮＰＯとの交流や連携

への支援を行うとともに、生涯学習に関する相談業務を実施します。 

 

 ④相談支援体制の充実 

○県内各市と郡部を対象とした窓口を併せて 25 ヶ所の生活困窮者自立相談支援窓口が開設 

され、行政や公共職業安定所等とも連携しつつ、生活困窮者の自立に向けた支援を実施し 

ます。 
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 ⑤民生委員活動の推進 

○市町村、県社会福祉協議会等との連携のもと、民生委員のなり手確保に向けた取組み、認知度と

社会的評価の一層の向上、実践的な研修会の開催等による資質の向上、民生委員児童委員協議会

の活性化支援などを通じ、住民に最も身近な地域福祉の担い手である民生委員の一層の活動強化

を推進します。 

  ○学識経験者や自治会関係者、行政関係者を構成員とした「民生委員なり手確保検討会」において、

民生委員活動に対する理解促進及び民生委員のなり手確保を図ります。 

 

 ⑥地域での支え合い活動の推進 

○食料品・日用品の買物に課題を抱える高齢者や障がい者等を支援し、あわせて高齢者等の見守り

の役割も担う移動販売事業を支援します。 

○活動する地域住民団体の設立、活動拠点づくり及び既存団体の新たな活動展開に対する支援を通

じ、地域での支え合い活動の更なる普及・拡大を図ります。 
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指標名 指標の説明 現状値
目　　標

（R5年度末）
目　　標

（R7年度末）

1
第
1
節

1.在宅医
療を実施
する医療
機関数

訪問診療を実施する
医療機関数

訪問診療を実施する医
療機関数

468か所
（R2.1）

584か所以上 ー

2
第
１
節

1 在宅医
療・介護
連携の推
進

訪問看護事業所、介
護保険施設等の現任
看護職員研修の実施
施設数

専門・認定看護師が介
護保険施設等に出向い
て、個々の課題に即し
た実践的な研修会の実
施施設数

70施設
（R2.3）

180施設 240施設

3
第
1
節

1.在宅医
療を実施
する医療
機関数

十分な口腔ケアが行
われている介護保険
施設の割合

介護保険施設での十分
な口腔ケアが行われて
いる介護保険施設の割
合

40.2％
(H29.3)

50％以上 －

4
第
１
節

2 認知症
対策の推
進

認知症サポーター数
認知症サポーター養成
講座を受講した人数

206,497人
（R1年度末）

239,000人 255,000人

5
第
１
節

2 認知症
対策の推
進

キャラバンメイト数
キャラバンメイト養成
研修の修了者数

2,983人
（R1年度末）

3,420人 3,800人

6
第
１
節

2 認知症
対策の推
進

希望大使設置数 希望大使の設置人数
0人

（R2.10.1）
5人 5人

7
第
１
節

2 認知症
対策の推
進

認知症介護基礎研修
受講者数

認知症介護基礎研修を
受講した人数

415人
（R1年度末）

779人 987人

第８期岐阜県高齢者安心計画　数値目標
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8
第
１
節

2 認知症
対策の推
進

認知症介護実践者研
修受講者数

認知症介護実践者研修
を受講した人数

5,024人
（R1年度末）

5,796人 6,178人

9
第
１
節

2 認知症
対策の推
進

認知症介護実践リー
ダー研修受講者数

認知症介護実践リー
ダー研修を受講した人
数

575人
（R1年度末）

686人 757人

10
第
１
節

2 認知症
対策の推
進

認知症介護指導者研
修受講者数

認知症介護指導者研修
を受講した人数

38人
（R1年度末）

41人 43人

11
第
１
節

2 認知症
対策の推
進

チームオレンジ設置
市町村数

チームオレンジを構築
した市町村数

5市町村
（R1年度末）

28市町村 42市町村

12
第
１
節

2 認知症
対策の推
進

高齢者の見守りネッ
トワーク整備市町村
数

認知症にかかる高齢者
の見守りネットワーク
を整備している市町村
数

29市町村
（R1年度末）

42市町村 42市町村

13
第
1
節

2.認知症
対策の推
進

認知症サポート医数

地域における認知症医
療・介護などがスムー
ズに連携し機能するよ
うサポートする医師
（認知症サポート医）
の数

147人
（R2.3）

207人 247人

14
第
1
節

2.認知症
対策の推
進

かかりつけ医認知症
対応力向上研修修了
者数

かかりつけ医認知症対
応力向上研修の修了者
数

924人
（R2.3）

1,230人 1,230人
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15
第
1
節

2.認知症
対策の推
進

歯科医師認知症対応
力向上研修修了者数

歯科医師認知症対応力
向上研修の修了者数

179人
（R2.3）

399人 399人

16
第
1
節

2.認知症
対策の推
進

薬剤師認知症対応力
向上研修修了者数

薬剤師認知症対応力向
上研修の修了者数

367人
（R2.3）

734人 734人

17
第
１
節

2.認知症
対策の推
進

一般病院勤務の医療
従事者向け認知症対
応力向上研修修了者
数

一般病院勤務の医療従
事者向け認知症対応力
向上研修修了者数

785人
(R2.3)

2,870人 2,870人

18
第
1
節

2.認知症
対策の推
進

看護職員認知症対応
力向上研修修了者数

看護職員認知症対応力
向上研修の修了者数

431人
（R2.3）

540人 540人

19
第
1
節

2.認知症
対策の推
進

認知症ケアパスを作
成している市町村数

「認知症ケアパス」を
作成している市町村数

39市町村
（R2.3）

42市町村 42市町村

20
第
１
節

3 介護予
防・生活
支援サー
ビスの体
制強化

ロコモティブシンド
ロームを認知してい
る人の割合

ロコモティブシンド
ロームを「知ってい
る」「言葉を聞いたこ
とがある」と回答した
者の割合

40.5％
（H28）

80％
（R4調査）

80%

21
第
１
節

3 介護予
防・生活
支援サー
ビスの体
制強化

介護予防のための通
いの場の参加率

高齢者が通いの場に参
加する割合

5.4％
（H30年度

末）
7.4％ 8％
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22
第
１
節

3 介護予
防・生活
支援サー
ビスの体
制強化

口腔機能の向上に取組
む市町村数

介護予防にかかる口腔機能
の向上に取組む市町村数

38市町村
（R1年度末）

42市町村 42市町村

23
第
１
節

3 介護予
防・生活
支援サー
ビスの体
制強化

栄養改善に取組む市町
村数

介護予防にかかる栄養改善
に取組む市町村数

36市町村
（R1年度末）

42市町村 42市町村

24
第
１
節

4 保険者
機能強化

介護認定適正化事業実
施保険者数

民間居宅介護支援事業所に
委託して実施した介護認定
調査の結果を確認している
保険者数

36保険者
（R1年度末）

36保険者 36保険者

25
第
１
節

4 保険者
機能強化

ケアプラン点検実施保
険者数

事業所が作成したケアプラ
ンを適正化の視点から確認
している保険者数

34保険者
（R1年度末）

36保険者 36保険者

26
第
１
節

4 保険者
機能強化

住宅改修の点検・福祉
用具購入及び貸与の調
査実施保険者数

住宅改修の点検を実施して
いる保険者数

32保険者
（R1年度末）

36保険者 36保険者

27
第
１
節

4 保険者
機能強化

住宅改修の点検・福祉
用具購入及び貸与の調
査実施保険者数

福祉用具購入及び貸与の調
査をしている保険者数

15保険者
（R1年度末）

34保険者 36保険者
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28
第
１
節

4 保険者
機能強化

医療情報突合・縦覧点
検実施保険者数

介護報酬について医療情報
との突合と縦覧点検ともに
実施している保険者数

36保険者
（R1年度末）

36保険者 36保険者

29
第
１
節

4 保険者
機能強化

給付費の通知
利用者に対し、請求状況及
び費用給付状況等を通知し
ている保険者数

24保険者
（R1年度末）

30保険者 36保険者

30
第
2
節

1 介護人
材の確保

介護職員数

介護保険施設での勤務
や、訪問介護などの居
宅介護サービス業務に
従事する人数

31,508人
（R1年度末）

39,493人 40,517人

31
第
2
節

1 介護人
材の確保

介護福祉士の就労の
割合

介護福祉士登録者の
内、介護従事者として
働いている者の割合

50.1%
（R2.9）

51.4% 52.7%

32
第
2
節

1 介護人
材の確保

「岐阜県介護人材育
成事業者認定制度」
の認定事業者または
取組宣言事業者数

岐阜県介護人材育成事
業者認定制度におい
て、グレード認定した
事業者数または取組宣
言を行った事業者数

175事業者
（R2.11月

末）
240事業者 290事業者

33
第
2
節

2 介護業
務の効率
化と質の
向上

介護ロボット導入補
助台数

見守りセンサー導入補
助台数

1,369台
（R2.10）

3,100台 4,050台

34
第
2
節

2 介護業
務の効率
化と質の
向上

ＩＣＴ導入事業所数 ＩＣＴ導入事業所数
110事業所
（R2.10）

429事業所 715事業所
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35
第
2
節

3 介護
サービス
の充実

特別養護老人ホーム
定員数

特別養護老人ホーム
（広域型及び地域密着
型）定員数
（着工ベース）

11,753人
（R3.3末

　見込み）
12,192人 －

36
第
2
節

3 介護
サービス
の充実

非常災害対策計画作
成率

非常災害対策計画を作
成している事業所等の
割合
（県所管施設）

72.3％
（R2.9）

100% 100%

37
第
2
節

3 介護
サービス
の充実

避難確保計画作成率
避難確保計画を作成し
ている事業所等の割合
（県所管施設）

77.0％
（R2.9）

100% 100%

38
第
2
節

3 介護
サービス
の充実

高齢障がい者施策を
課題とする自立支援
協議会数

障がい福祉と介護との
連携構築等について検
討する自立支援協議会
数

5
（H31末）

全協議会 全協議会

39
第
3
節

1.高齢者
の生きが
い・健康
づくりの
推進

低栄養傾向の高齢者
の割合の増加の抑制

BMI20以下の者の割合
20.6％
（H28）

22％以下
22％以下
を維持

40
第
3
節

1.高齢者
の生きが
い・健康
づくりの
推進

特定健康診査受診者
（40～74歳）の増加

特定健康診査を受診し
た者の割合

51.6%
(H29)

60%以上 70%

41
第
3
節

1.高齢者
の生きが
い・健康
づくりの
推進

特定保健指導を受け
る人（40～74歳）の
増加

特定保健指導の対象と
なった者のうち指導を
終了した者の割合

24.6％
（H29）

35%以上 45%

56



番
号

見
出
し
①

見
出
し
②

指標名 指標の説明 現状値
目　　標

（R5年度末）
目　　標

（R7年度末）

第８期岐阜県高齢者安心計画　数値目標

42
第
3
節

1.高齢者
の生きが
い・健康
づくりの
推進

8020（ﾊﾁﾏﾙﾆｲﾏﾙ）達
成者数

80歳で自分の歯を20歯
以上有する人の割合

54.2％
（H28）

60%以上 62.0%以上

43
第
3
節

1.高齢者
の生きが
い・健康
づくりの
推進

70歳で定期的に歯科
健診を受ける人

70歳で定期的に歯科健
診を受ける人数

69.9％
（H28）

75％以上 76.0%以上

44
第
３
節

1.高齢者
の生きが
い・健康
づくりの
推進

子育て支援員の認定
者数

地域の子育て分野で必
要な研修を受講し、子
育て支援員として認定
した人数

2,051人
（R1年度末）

－
4,000人

（R6年度末）

45
第
3
節

1.高齢者
の生きが
い・健康
づくりの
推進

園芸福祉サポーター
認定者数

サポーター数
343人
(R1)

450人 500人

46
第
3
節

２．安心
して暮ら
せる生活
環境の整
備

ノンステップバス車
両の割合

乗合バスに占めるノン
ステップバス車両の割
合

42.8％
(H30年度末)

56.4％
(R4年度末)

63.2％
(R6年度末)

47
第
3
節

２．安心
して暮ら
せる生活
環境の整
備

65歳以上の者が居住
する住宅のバリアフ
リー化率

65歳以上の者が居住す
る住宅のうち一定のバ
リアフリー化がなされ
た住宅（2か所以上の手
すり設置又は屋内の段
差解消に該当する住
宅）の割合

44.4％
（H30）

54.7%
65%
(R8)

48
第
3
節

２．安心
して暮ら
せる生活
環境の整
備

高齢者人口に対する
高齢者向け住宅の割
合

高齢者人口に対する軽
費老人ホーム、シル
バーハウンジング、高
齢者向け優良賃貸住
宅、養護老人ホーム、
サービス付き高齢者向
け住宅の総戸数の割合

1.7％
（R2.3）

2.3%
3%

(R8)
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49
第
3
節

２．安心
して暮ら
せる生活
環境の整
備

医療用機械器具・医
療用品製造業製造品
出荷額

医療用機械器具・医療
用品製造業製造品出荷
額

73億円
（H30）

124.5億円 129.5億円
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